
令和7年度　事務事業評価　評価結果一覧

基本政策 基本施策 課 係 理由
測定
指標

達成
状況

未達成
理由

各課
判定

次年度の
具体的な対応

評価
評価の理由と

改善策等の意見
指示 指示内容

1

1 魅力にあふ
れ活力と賑
わいのある
まちづくり

1 観光の振興

37
湯沢高原ロープ
ウェイ関連施設整
備

防災管
財課

防災管
財係

政策的
事業

重要

現在の賃借契約（～令和１４年５
月３１日）満了後は民間に譲渡
する方向で、現在の契約者と交
渉中。R7年度中には方向性を
示す予定。

成果
指標

概ね
達成

継続 継続

現在の賃借契約（～令和１４年５
月３１日）満了後は民間に譲渡
する方向で、現在の契約者と交
渉中。R7年度中には方向性を
示す予定。

継続

担当課評価の通り

2 100 観光施設整備
環境農
林課

環境施
設係

政策的
事業

重要

町が保有管理している施設や登
山道の維持管理が主要事業で
あり、重要性が高いため。

活動
指標

判定
不能

目標
修正

目標
修正

町が保有管理している施設や登
山道の維持管理が主要事業で
あり、重要性が高いため、活動
指標を修正したうえで継続す
る。町内にある道標や看板など
が、交換の時期を迎えており、
交換だけでなく、撤去なども検
討していきながら事業を行って
いきたい。

目標
修正

　担当課の掲げた新たな活動指
標の通り目標を修正すること。
　また、管理する延長が長い中、
利用者の多いルートの維持は今
後も継続しなければならない
が、人件費の高騰などで財政面
からは、全ルートを従前と同じ
レベルで維持することは困難で
ある。利用人数が少ないルート
や代替ルートがある場合などは
縮小・廃止を検討すること。（ト
レッキングコース一楠場等）

3 101
湯沢町観光まち
づくり機構運営
支援補助金

企画観
光課

観光商
工係

政策的
事業

通常
成果
指標

概ね
達成 廃止 縮小

補助金を廃止したとしても、観
光案内業務等は継続せざるを
得ず、町直営か委託となること
から、費用は必要となる。

改善

　この補助金が、DMO本来の
役割である「地域の稼ぐ力を高
めること」に使われることが重
要。DMOのプロフェッショナル
性を十分に活せるよう、組織力
強化のため行政の立場から連
携を図っていくこと。
　予算要求の際には、計画を
しっかり検証し、必要な事業費
を補助金として支出すべきであ
る。なお、年度途中での増額補
正は基本的に認められないこと
に留意すること。

4 108
雪国観光圏事業
負担金

企画観
光課

観光商
工係

政策的
事業

重要

他市町村と今後の方向性につ
いて意思統一がなされるまで
は継続が必要であり、重要事業
として位置付ける。

成果
指標

達成 継続 廃止

　主に構成７市町村が多額の負
担金を拠出して協議会事業を
行っているが、構成７市町村内
において、対応に温度差が見受
けられる（みなかみ町、栄村な
ど）。（一社）雪国観光圏はブラ
ンドコンセプトなどを明確にし
てＤＭＯとしての機能をはたし
ていることから、今後は連携し
たい自治体がそれぞれ事業委
託するなどして、協議会は解散
でいいのではないか。

継続

　町単独で廃止を判断できる状
況にないが、構成市町村の意見
を調整し、今後の方向性を検討
していくこと。
　いずれにせよ、DMOとの住
み分け・役割分担は明確にして
いくべきであり、４期終了時点
までに何らかの方向性が出せる
よう協議を行うこと。
　なお、本事業の成果指標につ
いても、協議会の目的と合致す
るよう常に見直しを行うこと。

5 111
宿泊・消費支出
額・満足度調査

企画観
光課

観光商
工係

政策的
事業

重要

基礎調査的な事業であるため、
継続する必要がある。

活動
指標

達成 継続
評価

しない

基礎調査的な事業であるため、
継続する必要がある。また、従
来通り、評価しなくてよいと考
える。

評価
しない

担当課評価の通り

6 208
みつまた親水公
園整備

建設課
三俣地
域振興
対策係

政策的
事業

重要

三俣地域振興対策の事業であ
り、また、総合計画に掲げる政
策（観光の振興）につながる本
事業の重要性は高い。

成果
指標

判定
不能

目標
修正

完了

令和7年度で事業終了

完了

担当課評価の通り

主要事業名

所属情報
財政
分類

重要性 効率性
自動
判定
結果

担当課評価 評価委員評価 町長指示整
理
番
号

通
し
番
号

総合計画上の位置づけ
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令和7年度　事務事業評価　評価結果一覧

基本政策 基本施策 課 係 理由
測定
指標

達成
状況

未達成
理由

各課
判定

次年度の
具体的な対応

評価
評価の理由と

改善策等の意見
指示 指示内容

主要事業名

所属情報
財政
分類

重要性 効率性
自動
判定
結果

担当課評価 評価委員評価 町長指示整
理
番
号

通
し
番
号

総合計画上の位置づけ

7

1 魅力にあふ
れ活力と賑
わいのある
まちづくり

1 観光の振興

210
ランニングイベン
ト事業支援補助
金

企画観
光課

観光商
工係

政策的
事業

重要

令和５年度事務事業評価で、
「継続」評価であったことから

成果
指標

未達成
事業内容
に課題 代替 代替

令和５年度事務事業評価で、
「継続」評価であり、「補助する
ことで町の観光振興に資するこ
とが明確に判断できる事業で
あれば、ランニングに限らず対
象を広げることも検討するこ
と。」とのことだったため、令和
７年度から「宿泊促進事業支援
補助金」として実施している。

代替

担当課評価の通り

8 504
共同浴場指定管
理

環境農
林課

環境施
設係

施設管
理事業

等
重要

成果
指標

判定
不能

目標
修正

目標
修正

指定管理者の売上収入を、新た
に成果指標として目標設定す
る。湯沢町共同浴場条例 第１条
に町民の健康増進と観光振興
を目的に設置するとある。施設
の老朽化が著しく、修繕費用は
膨らむ一方で、R6年度の指定
管理料は1,500万円であるが、
増額補正をし4,000万円と
なった。設置目的に見合った支
出なのか検証し、民間譲渡など
も検討しなければならないと考
える。

目標
修正

　担当課が新たに設定した成果
目標の通りに目標を修正するこ
と。
　入浴料の増額効果を検証しつ
つ、利用者数の伸びない施設に
ついては、財政運営指針の期間
である令和11年度までに、廃止
または譲渡等の方向性を決定
する必要がある。

9 505
大源太キャニオン
青少年旅行村指
定管理

環境農
林課

環境施
設係

施設管
理事業

等
重要

成果
指標

判定
不能

目標
修正

目標
修正

指定管理者の売上収入を、新た
に成果指標として目標設定す
る。大源太キャニオン青少年旅
行村条例 第１条に戸外レクリ
エーション施設の利用による青
少年の健全な育成と併せて、地
域住民福祉の向上に資するた
め設置するとある。施設の老朽
化が著しく、修繕費用は膨らむ
一方で、R6年度の指定管理料
は320万円である。設置目的
に見合った支出なのか検証し、
民間譲渡なども検討しなければ
ならないと考える。

目標
修正

　担当課が新たに設定した成果
目標の通りに目標を修正するこ
と。
　利用実態を精査したうえで、
財政運営指針の期間である令
和11年度までに、廃止または譲
渡等の方向性を決定する必要
がある。

10 506
山鳥原公園指定
管理

環境農
林課

環境施
設係

施設管
理事業

等
重要

成果
指標

未達成
目標が不

適
目標
修正

目標
修正

目標値を適正な数値に修正す
る。登山道や施設の維持管理を
引き続き行いながら、指定管理
者の自主事業等を促し、新規の
観光客を呼びこむようにする。

目標
修正

　担当課が新たに設定した成果
目標の通りに目標を修正するこ
と。
　また、平標登山客の駐車場利
用が多く、公園の利用率が見え
にくい状況にある。加えて、業
務内容として登山道の維持管
理に重きが置かれている実態
もあり、真に継続が必要な業務
と、精査すべきものが混然一体
となっている。
　公園の利用実態を精査したう
えで、財政運営指針の期間であ
る令和11年度までに、廃止また
は譲渡等の方向性を決定する
必要がある。
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令和7年度　事務事業評価　評価結果一覧

基本政策 基本施策 課 係 理由
測定
指標

達成
状況

未達成
理由

各課
判定

次年度の
具体的な対応

評価
評価の理由と

改善策等の意見
指示 指示内容

主要事業名

所属情報
財政
分類

重要性 効率性
自動
判定
結果

担当課評価 評価委員評価 町長指示整
理
番
号

通
し
番
号

総合計画上の位置づけ

11

1 魅力にあふ
れ活力と賑
わいのある
まちづくり

1 観光の振興

507
道の駅「みつま
た」指定管理

建設課
三俣地
域振興
対策係

施設管
理事業

等
重要

成果
指標

判定
不能

目標
修正

目標
修正

道の駅「みつまた」年間利用者
数100,000を新たに成果指標
として目標設定する。
地域情報・観光情報の発信と交
流の場として、引き続き「道の
駅みつまた」を三俣地域の観光
拠点とする。

目標
修正

担当課評価の通り

12

2 商工業の振
興と雇用・就
労支援の充
実

106 資格取得の支援
企画観
光課

観光商
工係

政策的
事業

重要

各事業者「労働力不足」は課題
であり、新たな人材確保や雇用
拡大の観点から、資格取得によ
る支援は必要。 成果

指標
概ね
達成

完了 継続

各事業者「労働力不足」は課題
であり、新たな人材確保や雇用
拡大の観点から、資格取得によ
る支援は必要。 目標

修正

　この補助金で資格を取得した
方の定着率を測ることができる
成果指標を設定すること。
　補助金を支出した対象事業者
に確認するなどして、補助の目
的が達成されているか確認し評
価すること。

13 107
信用保証料補給
及び利子補給

企画観
光課

観光商
工係

政策的
事業

重要

中小企業の支援、地域経済の安
定化を図るために重要な事業
である。

活動
指標

判定
不能

目標
修正

目標
修正

令和６年度の「活動指標」は「成
果指標」の内容であるため、令
和８年度は指標それぞれを修正
する。また、令和７年度より新潟
県が米国関税対策の県制度融
資を開始・補給対象となったこ
とから、目標とする利用件数を
令和６年度実績より多く見積
る。

目標
修正

担当課評価の通り

14 110
働き方改革の推
進

企画観
光課

観光商
工係

政策的
事業

重要

働きやすい職場環境づくりは、
事業者自身が取り組まなければ
ならない。そのための意識啓発
として、継続する必要がある。

成果
指標

達成 継続 継続

働きやすい職場環境づくりは、
事業者自身が取り組まなければ
ならない。そのための意識啓発
として、継続する必要がある。

評価
しない

　少額につき評価不要

15 112
商工振興事業支
援補助金

企画観
光課

観光商
工係

政策的
事業

重要

商工会を支援することで地元企
業、事業者の経営基盤強化及び
安定を図るために必要性が高
い。

成果
指標

概ね
達成

継続 縮小

令和６年度の補助額は予算から
大幅に減となるなど、商工会自
体の事業の縮小が進んでいる
ことから、補助金を縮小してよ
いのではないかと考える。

縮小

　具体的な金額の縮小を検討の
うえR8予算の要求を行うこと。

継続

必要な補助は継続する。予算額
については、これまでの実績額
等の実態に合わせて判断する。

16 115
地域おこし協力
隊

企画観
光課

企画係
政策的
事業

重要

移住定住の促進につながる事
業であるため。

成果
指標

達成 継続 継続

特別交付税の対象であり制度
自体は積極的に継続したい。受
け入れ団体に偏りがあるため、
募集窓口との情報連携を密に
し、すべての分野の安定的な受
け入れ態勢を整えていく。

継続

担当課評価の通り

17 181 事業承継
企画観
光課

観光商
工係

政策的
事業

重要

高齢化により廃業率が上がる
町内事業者の状況下、持続可能
な産業振興を図るため重要で
ある

活動
指標

達成 継続
評価

しない

予算を伴わない事業となってい
るこから、評価不要と考える。

継続

　

18 204
デジタル技術を
活用した労働環
境提供・効率化

企画観
光課

観光商
工係

政策的
事業

重要

町の就業インフラとして定着し
つつあり、労働力不足及び事業
者の生産性向上に資する事業
となっているため。

成果
指標

達成 継続 継続 継続

担当課評価の通り
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令和7年度　事務事業評価　評価結果一覧
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19

1 魅力にあふ
れ活力と賑
わいのある
まちづくり

3 農林業の振
興

83
経営所得安定対
策推進事業

環境農
林課

農林係
準義務
的事業

重要
活動
指標

達成 継続 継続
評価

しない

国県制度に基づく１０/１０補助
事業であり少額のため評価不
要。

20 84
多面的機能支払
交付金

環境農
林課

農林係
準義務
的事業

重要
活動
指標

達成 継続 継続 継続

担当課評価の通り

21 85
中山間地域直接
支払交付金

環境農
林課

農林係
準義務
的事業

重要
活動
指標

達成 継続 継続 継続

担当課評価の通り

22 89
農地中間管理事
業

環境農
林課

農林係
標準的
事業

重要

国県制度に基づく事業であり、
廃止は現実的でなく重要性が
高いため。

活動
指標

達成 継続
評価

しない

評価する内容でないため

評価
しない

　新潟県農林公社との間に入っ
ているだけで町の事務事業と
いう性質でないため評価不要。

23 91 人・農地プラン
環境農
林課

農林係
準義務
的事業

重要
成果
指標

達成 継続
評価

しない

評価する内容でないため

継続

　総合計画に明記されており、
事業の効率性を計るためにも、
成果指標に基づき今後も評価
が必要。

24 93
有害鳥獣による
農作物等被害防
止対策

環境農
林課

農林係
準義務
的事業

重要
成果
指標

判定
不能

目標
修正

継続
目標
修正

　現状の目標設定が不適。活動
目標と成果目標が逆になって
いるので修正すること（成果指
標を農作物被害額にすべき。）
その上で、成果指標にて達成率
を評価していくこと。

25 95
水田基盤等整備
事業

環境農
林課

農林係
政策的
事業

重要

不形成や小規模の水田がまだ
多く、担い手農家に集積できず
に、耕作放棄地に繋がってしま
う。

活動
指標

達成 継続 継続

不整形水田や農道を整備を推
進し、高齢化する耕作者の農地
の受け手を確保し、耕作放棄地
防止に繋げる。

継続

担当課評価の通り

26 198 アグリルック導入
環境農
林課

農林係
政策的
事業

重要

耕作者の農作業の効率化、ＩＣＴ
化が見込めるため導入してい
る。

活動
指標

判定
不能

目標
修正

評価
しない

評価する内容ではない。

評価
しない

担当課評価の通り

27

4 起業支援・企
業誘致の推
進 6

起業サポート補
助金

企画観
光課

企画係
政策的
事業

重要

大企業による雇用が少ない湯
沢町にとって起業を支援する補
助金は重要性が高いため。

成果
指標

達成 完了 継続

起業支援に有効なため

継続

担当課評価の通り

28 7 企業誘致
企画観
光課

企画係
政策的
事業

重要

雇用創出、地域活性化に必要な
ため 成果

指標
達成 継続 継続

中子町有地の活用に向けて事
業を継続していく

継続

担当課評価の通り

29

2 地域で支え
合い笑顔が
あふれるま
ちづくり

1 健康づくり
介護予防の
推進

49 う蝕予防事業
健康増
進課

健康増
進係

義務的
事業

重要
成果
指標

判定
不能

目標
修正

評価
しない

法律で定められている事業の
ため評価に値しないと判断し、
次年度から評価を行わない。 目標

修正

　成果指標（12歳児むし歯有病
率）で評価すること。
　総合計画にて疾病の予防と早
期発見を謳っており、引き続き
事業が十分に行われているか
評価していくべき。
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令和7年度　事務事業評価　評価結果一覧

基本政策 基本施策 課 係 理由
測定
指標

達成
状況

未達成
理由

各課
判定

次年度の
具体的な対応

評価
評価の理由と

改善策等の意見
指示 指示内容

主要事業名

所属情報
財政
分類

重要性 効率性
自動
判定
結果

担当課評価 評価委員評価 町長指示整
理
番
号

通
し
番
号

総合計画上の位置づけ

30

2 地域で支え
合い笑顔が
あふれるま
ちづくり

1 健康づくり
介護予防の
推進

50 介護予防事業
福祉介
護課

介護保
険係

義務的
事業

重要
活動
指標

達成 継続 継続

事業は継続して行くが、担い手
の人材不足や送迎の問題があ
るため、限られた資源の下でよ
り効率良く実施する方法を、事
業の再編も含めて検討して行く
こととする。

継続

担当課評価の通り

31 51
後期高齢者健康
診査

健康増
進課

健康増
進係

義務的
事業

重要
成果
指標

概ね
達成

継続
評価

しない

法律に定められた義務的事業
であり、新潟県後期高齢者医療
広域連合からの受託事業のた
め、縮小や廃止をすることはで
きない。

目標
修正

　成果指標で評価すること。
　総合計画にて健康診断の受診
率を高める目標を設定してい
る。測定指標を成果指標とし、
受診率について継続的に評価し
ていく必要がある。

32 52
後期高齢者人間
ドック費用助成

健康増
進課

健康増
進係

義務的
事業

重要
成果
指標

達成 継続 継続

新潟県後期高齢者広域連合か
らの受託事業ではないが、年々
受診者が増えているため、補助
金を活用し継続する。

継続

担当課評価の通り

33 53 自殺対策事業
健康増
進課

健康増
進係

義務的
事業

重要
成果
指標

未達成
目標
修正

評価
しない

法律で定められている計画に
基づく事業のため評価に値しな
いと判断し、次年度から評価を
行わない。

目標
修正

　総合計画の成果指標に自殺者
数を定めており、その達成にむ
けて毎年度の事業の効果も評
価していく必要がある。
　自殺者数を成果目標（自殺者
ゼロか、総合計画と同じ年平均
1人未満）とし、ゲートキーパー
研修参加人数を活動目標とす
ること。なお、研修参加人数の
目標値が高すぎる可能性があ
るので適切な値に見直すこと。

34 54 住民検診（健診）
健康増
進課

健康増
進係

義務的
事業

重要
成果
指標

概ね
達成

継続
評価

しない

法律で定められている事業の
ため評価に値しないと判断し、
次年度から評価を行わない。 継続

　総合計画にて健康診断の受診
率を高める目標を設定してい
る。受診率が一定の水準を維持
できているか継続的に評価して
いく必要がある。

35 55
高齢者肺炎球菌
ワクチン予防接
種事業

健康増
進課

健康増
進係

義務的
事業

重要
成果
指標

概ね
達成 継続 統廃合

№60予防接種に統廃合を行
う。もしくは、法定事項のため
「評価しない」とする。 統廃合

担当課評価の通り

36 56
糖尿病予防対策
のための二次検
診事業

健康増
進課

健康増
進係

義務的
事業

重要
成果
指標

達成 継続
評価

しない

法律で定められている事業の
ため評価に値しないと判断し、
次年度から評価を行わない。 継続

　総合計画にて疾病の予防と早
期発見を謳っており、引き続き
事業が十分に行われているか
評価していくべき。

37 60 予防接種
健康増
進課

健康増
進係

義務的
事業

重要 成果 指標
判定
不能

目標
修正

目標
修正

町独自で行っている50歳以上
を対象とする帯状疱疹予防接
種費用助成事業を除いてすべ
て法定事項のため、帯状疱疹予
防接種費用助成事業（町独自
分）のみに修正し、法定事項の
予防接種については「評価しな
い」とする。

目標
修正

　法定事項であっても、予防接
種率を高めるための取り組み
が十分であるか評価が必要。
　接種率を成果指標とし、接種
率上昇のための取り組みを活
動指標とすること。
　複数の種別の接種率をどのよ
うに成果指標に落とし込むかに
ついては、実態に合わせて柔軟
に検討すること。
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令和7年度　事務事業評価　評価結果一覧

基本政策 基本施策 課 係 理由
測定
指標

達成
状況

未達成
理由

各課
判定

次年度の
具体的な対応

評価
評価の理由と

改善策等の意見
指示 指示内容

主要事業名

所属情報
財政
分類

重要性 効率性
自動
判定
結果

担当課評価 評価委員評価 町長指示整
理
番
号

通
し
番
号

総合計画上の位置づけ

38

2 地域で支え
合い笑顔が
あふれるま
ちづくり

2 地域福祉の
推進

62
介護人材確保緊
急支援事業

福祉介
護課

介護保
険係

政策的
事業

重要

町内の介護サービス事業所の
人材不足は深刻で、サービス提
供に支障をきたしている。1人
でも多く介護職員として就職し
てもらうと共に、離職を防ぐた
めにも必要な事業である。

活動
指標

未達成
目標値が

過大
縮小 継続

令和6年度は目標の3名に届か
なかったが、令和5年度は目標
を上回る4名の利用があり、年
度によって実績にばらつきが出
る事業である。少額事業でもあ
るため、一年度の実績で事業縮
小の判断をすべきではないと
考える。

継続

担当課評価の通り

39 65
緊急通報体制整
備

福祉介
護課

福祉係
標準的
事業

重要

ひとり暮らし高齢者の安心・安
全を守るために必要な事業で
ある。 活動

指標
概ね
達成

継続 継続

広報やホームページをはじめ、
湯沢町社会福祉協議会等との
連携を図り高齢者の安全・安心
のために周知を図っていく。

継続

担当課評価の通り

40 177
ひきこもり対策
自立支援事業

福祉介
護課

福祉係
標準的
事業

重要

当該事業は、ひきこもり又は支
援がないとひきこもりの恐れが
ある方について、社会への参加
に結び付けるためにも必要性
は高い。 活動

指標
判定
不能

目標
修正

目標
修正

活動指標を見直したうえで継続
する。
対象者の社会参加・交流の場と
して重要な事業のため継続が
必要。ひきこもりの実態がつか
みにくいことや本人の意欲の問
題もあり、事業に繋げるまでが
難しい状況であるが、できるこ
とを模索していく。

目標
修正

担当課評価の通り

41 194
居宅介護支援事
業所処遇改善事
業補助金

福祉介
護課

介護保
険係

政策的
事業

重要

介護支援専門員も人材が不足
しており、離職を防ぐためには
処遇を改善することが必要。な
お、南魚沼市も同様の事業を実
施しており、当町が事業を廃止
すると両市町に施設がある法
人において、勤務先によって処
遇に差が生じてしまう。

活動
指標

達成 完了 継続

介護支援専門員も人材が不足
しており、離職を防ぐためには
事業の継続が必要。なお、南魚
沼市も同様の事業を実施してお
り、当町が事業を廃止すると両
市町に施設がある法人におい
て、勤務先によって処遇に差が
生じてしまう。

継続

担当課評価の通り

42

3 高齢者福祉
の充実

58
認知症総合支援
事業

福祉介
護課

介護保
険係

義務的
事業

重要
成果
指標

達成 継続 継続

アクション農園倶楽部や認知症
サポーター養成講座を継続して
いく他、アクションミーティング
で挙がった「新しい認知症観の
普及」、「認知症ケアパスの見直
しと普及」、「認知症があっても
なくても集まれる場の創設」に
向けた取組を進めていく。

継続

担当課評価の通り

43 61
介護保険給付事
業

福祉介
護課

介護保
険係

義務的
事業

重要
成果
指標

概ね
達成 継続

評価
しない

介護予防事業の実施により要
介護者・要支援者（給付が必要
な方）の増加を抑えるととも
に、必要なサービスが提供され
る環境を確保しつつ、適切な給
付を行っていく。
介護保険事業の根幹の給付費
であり、評価を要しない。

目標
修正

　介護サービスを必要としてい
る人に、実際にサービスが提供
できている割合を成果指標と
し、評価し続けることが必要。

44 63

新しい介護予防・
日常生活支援総
合事業（介護予
防・生活支援サー
ビス事業分）

福祉介
護課

介護保
険係

義務的
事業

重要
活動
指標

未達成
執行方法
に課題 改善 改善

需要はあるので現在のサービス
を継続しつつ、要介護状態への
移行を防ぐために短期集中で
取り組む訪問型サービスCの実
施を検討する。

改善

担当課評価の通り
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令和7年度　事務事業評価　評価結果一覧

基本政策 基本施策 課 係 理由
測定
指標

達成
状況

未達成
理由

各課
判定

次年度の
具体的な対応

評価
評価の理由と

改善策等の意見
指示 指示内容

主要事業名

所属情報
財政
分類

重要性 効率性
自動
判定
結果

担当課評価 評価委員評価 町長指示整
理
番
号

通
し
番
号

総合計画上の位置づけ

45

2 地域で支え
合い笑顔が
あふれるま
ちづくり

3 高齢者福祉
の充実

64
介護用品支給事
業

福祉介
護課

福祉係
準義務
的事業

重要
成果
指標

未達成
執行方法
に課題

改善 改善

在宅介護の維持を図るために
も重要な事業であるため、当事
業を継続していくこととする。
なお事業継続にあたり、必要な
方に行き届くよう対象者要件の
見直すとともに、対象品目を紙
おむつに限定するなど経費を
抑える対策を講じていく。

改善

担当課評価の通り

46 66
高齢者世帯等住
宅除雪援助

福祉介
護課

福祉係
標準的
事業

重要

豪雪地帯の当町にとって極めて
必要性が高い事業である。仮に
廃止となると行政による直接支
援を求められかねず、逆に手間
とコストがかかってしまう懸念
もある。

活動
指標

概ね
達成 継続 継続

大雪時は町民も除雪業者が確
保できない状況となり、家屋倒
壊等につながる恐れもある。そ
ういった課題に対応できる企業
体などを組織できないか検討
が必要。 継続

　除雪業者の確保などの課題に
ついては、上限額の引き上げ
や、作業面積による金額の変動
など、執行方法は研究の余地が
あると考えられる。特別交付税
の要件に見合う形で、効果的な
事業のあり方について検討する
こと。また、企業体の組織等の
対策についても、引き続き検討
していくこと。

47 72 湯沢町敬老会
福祉介
護課

福祉係
政策的
事業

重要

現状ほぼ全ての町内会から出
席があり、開催を楽しみにして
いる声もあることから、可能な
限り町民の需要に応える道を模
索する必要がある。

活動
指標

未達成
事業内容
に課題

代替 廃止

これまでのような一堂に会す催
しは廃止とし、祝金・敬老記念品
等の配布のみとする。

代替

　付添人の確保が困難になるな
ど、従前とは状況が変化してき
ている。安全性・公平性・町職員
負担の観点からも、事業の在り
方については見直しが必要であ
る。
　しかし、現状ほぼ全ての町内
会から出席があり、開催を楽し
みにしている声もあることか
ら、可能な限り町民の需要に応
える道を模索する必要がある。
　開催を地区ごとに分散した
り、福祉部局だけでなく他課か
らの応援により人員を賄った
り、あるいは近隣市町のやり方
を参考に、町内会への補助金制
度に移行するなど、代替手段を
検討されたい。
　そのうえで、祝金・敬老記念品
配布しか実現し得ないのであれ
ば、担当課評価の通り、配布事
業に代替することもやむを得な
いものである。

継続

事業は継続しつつ、事業の実施
方法については実態を踏まえ
改善方法を検討すること。

48 73
老人クラブ活動
補助金

福祉介
護課

福祉係
標準的
事業

重要

高齢者の交流、生きがいづくり
の場として老人クラブは大切な
場である。また、かねてからの
強い要望を受け、令和７年度よ
り条件付きで補助額を増額して
いる。

活動
指標

判定
不能

目標
修正

目標
修正

コロナ禍以降、単位クラブの活
動が停滞している実態があるた
め、目標をクラブの活動費用に
修正し、活動状況で評価する。
活動が活性化されず繰越金が
過大となるクラブには指導して
いく。

改善

単位クラブによっては、事業を
行わず繰越金が溜まっているの
に補助金を支給している現状が
あり、問題である。
34,000円の定額支給でなく、
実績に応じた支給となるよう改
善されたい。

49 74 福祉バス
福祉介
護課

福祉係
政策的
事業

通常
成果
指標

判定
不能 廃止 廃止

令和６年度の1回あたり乗車平
均が4.2人であり費用対効果に
乏しい。利用者からの要望は強
いが、代替事業で100円バスも
あるため廃止。

廃止

高齢者等路線バス運賃助成事
業（100円バス）も行っており、
財政状況が厳しさを増す中で、
担当課評価のとおり費用対効
果が低い事業は廃止すべき。

継続

利用実態の詳細を調査のうえ、
利用者がごく限られている路線
や、路線バス運賃助成で代替可
能な路線については、令和9年
度に向けて再編を検討するこ
と。
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令和7年度　事務事業評価　評価結果一覧

基本政策 基本施策 課 係 理由
測定
指標

達成
状況

未達成
理由

各課
判定

次年度の
具体的な対応

評価
評価の理由と

改善策等の意見
指示 指示内容

主要事業名

所属情報
財政
分類

重要性 効率性
自動
判定
結果

担当課評価 評価委員評価 町長指示整
理
番
号

通
し
番
号

総合計画上の位置づけ

50

2 地域で支え
合い笑顔が
あふれるま
ちづくり

3 高齢者福祉
の充実

178
湯沢町難聴者補
聴器購入費助成
事業

福祉介
護課

福祉係
政策的
事業

重要

コミュニケーション能力の向上
が期待できることから、社会参
加の促進・認知症予防等につな
がる重要事業である。

成果
指標

達成 完了 継続

今後も一定の利用ニーズが見
込まれる。また、補聴器は高額
なものが多く、当事業により対
象者の負担軽減につながること
から、今後も事業を継続する。
継続実施にあたり、引き続き広
報等で広く周知を図っていきた
い。

継続

担当課評価の通り

51 189
高齢者の保健事
業と介護予防等
の一体的実施

町民課
国保給
付係

準義務
的事業

重要
活動
指標

達成 継続
評価

しない

準義務的な事業であることから
次年度以降は評価をしないこと
としたい。

評価
しない

担当課評価の通り

52 195
通所介護サービ
ス利用者送迎事
業補助金

福祉介
護課

介護保
険係

政策的
事業

重要

浅貝地区の送迎ができなくなる
と、同じ保険料を納めているに
も関わらず、住んでいる地区に
よってサービスが利用できない
という不公平を生じてしまうた
め、継続が必要である。

成果
指標

達成 完了 継続

浅貝地区の送迎ができなくなる
と、同じ保険料を納めているに
も関わらず、住んでいる地区に
よってサービスが利用できない
という不公平を生じてしまうた
め、継続が必要である。

継続

担当課評価の通り

53

4 子ども子育
て支援の充
実

8 婚活支援事業
企画観
光課

企画係
政策的
事業

重要

婚姻数が増えることは、出生増
につながり重要なため

活動
指標

未達成
執行方法
に課題 改善 改善

申請件数をに伸ばすために、広
報紙や婚活イベント開催の際に
周知するなどして制度の周知を
図る。また、窓口に直接申請に
くるのは、ハードルが高いよう
に思えるため、電子申請ができ
ないか検討する。「ハートマッチ
にいがた」以外の対象事業の検
討も必要。

改善

　広域事業であり、他市町村と
足並みを揃えるべき部分はあ
るものの、行政として関与すべ
き内容は常に精査すべき。成果
を上げるのが難しい事業でもあ
る。最小限の費用で最大限の効
果を上げることができるよう、
実施方法の改善を図られたい。

54 43
子ども医療費の
自己負担無料化

町民課
国保給
付係

政策的
事業

重要

多自治体に比して充実した子育
て支援環境が整えられているこ
とにより、湯沢町を居住地に選
択してくれる子育て世帯が多く
なり、少子化対策にも寄与して
いくことになる事業である。

活動
指標

未達成
執行方法
に課題 改善 改善

制度周知に効果的な発信ツー
ルの活用方法を学び、町内、町
外へ子育てしやすい環境である
ことを伝えていきたい。

改善

担当課評価の通り

55 44
特定不妊治療費
助成

町民課
国保給
付係

政策的
事業

重要

不妊治療に対する保険適用な
どが改善されてきてはいるが、
十分に補い切れていない部分
もあり、引き続き不妊に悩む人
の経済的な負担を取り除くこと
により、精神的な安心を確保
し、望む出産をかなえていくた
めにも重要な事業である。

活動
指標

未達成
執行方法
に課題 改善 改善

制度周知に効果的な発信ツー
ルの活用方法を学び、情報が必
要な方々へ周知していきたい。

改善

担当課評価の通り

56 45
妊産婦医療費助
成

町民課
国保給
付係

政策的
事業

重要

県内のほとんどの自治体で実
施しており、少子化対策、安心し
て子育てできる環境を整えるう
えでも、標準的に実施していく
必要が出てきている事業であ
る。

活動
指標

達成 継続 継続

医療費を補助することで、経済
的な負担を軽減し、安心して子
どもを産み育てることができる
環境づくりを継続して行ってい
きたい。

継続

担当課評価の通り
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令和7年度　事務事業評価　評価結果一覧

基本政策 基本施策 課 係 理由
測定
指標

達成
状況

未達成
理由

各課
判定

次年度の
具体的な対応

評価
評価の理由と

改善策等の意見
指示 指示内容

主要事業名

所属情報
財政
分類

重要性 効率性
自動
判定
結果

担当課評価 評価委員評価 町長指示整
理
番
号

通
し
番
号

総合計画上の位置づけ

57

2 地域で支え
合い笑顔が
あふれるま
ちづくり

4 子ども子育
て支援の充
実

46
妊婦一般健康診
査助成

町民課
国保給
付係

標準的
事業

重要

普通交付税算入されていること
や、県下統一で医療機関と契約
して実施している事業であり、
少子化対策や安心して子育てで
きる環境を整えるうえでも標準
的に実施していることが重要な
事業である。

活動
指標

達成 継続
評価

しない

標準的に実施していくべきであ
る事業なので次年度以降は評
価しないこととしたい。

評価
しない

担当課評価の通り

58 47
すくすく子育て応
援金

町民課
国保給
付係

政策的
事業

通常
活動
指標

達成 廃止 廃止

医療費助成事業などと比べる
と重要度は低いと思われるた
め、財政運営指針に基づく判定
に従うこととする。

廃止

　安心して子どもを産み育てる
環境づくりという事業の趣旨は
重要であるものの、現在の財政
状況を鑑みると、将来世代への
負担の先送りを避けるためには
見直しが必要である。
　国の支援制度も充実してきて
おり、制度重複の状態にあるこ
とからも、廃止はやむを得な
い。

継続

　安心して子どもを産み育てる
環境づくりのために必要な事業
であり継続が必要。
　国の支援制度（妊婦のための
支援給付金等）では不十分な部
分を町として応援するものであ
り、継続する。

59 57

乳幼児健診・新生
児訪問指導⇒子
育て包括支援事
業

健康増
進課

健康増
進係

義務的
事業

重要
活動
指標

達成 継続 継続

母子保健法に基づいた健康診
査の実施となっている。また、
各種事業は新潟県全域で同様
に実施されている事業となって
いる。包括的な子育て支援を切
れ目なく実施できるよう事業を
継続する。

継続

総合計画にて、妊娠・出産から
切れ目のない支援の充実を
謳っており、担当課評価の通り
引き続き評価すること。

60 164

一時保育の充実
（地域子ども・子
育て支援事業再
掲）

子育て
支援課

子育て
支援係

義務的
事業

重要
成果
指標

達成 継続 継続

子育てをしている保護者を支援
するために必要な事業であるた
め、継続していきたい。 継続

担当課評価の通り

61 165 児童遊園
子育て
支援課

子育て
支援係

準義務
的事業

重要
活動
指標

達成 継続 継続 継続

担当課評価の通り

62 167

地域子ども・子育
て支援事業（総合
子育て支援セン
ター事業）

子育て
支援課

子育て
支援係

準義務
的事業

重要
成果
指標

達成 継続 継続

子育て支援拠点事業を行うこと
で親子の交流の場や、相談の場
となり育児支援につながるので
継続していきたい。

継続

担当課評価の通り

63 168

ファミリーサポー
トセンター利用支
援（地域子ども・
子育て事業再掲）

子育て
支援課

子育て
支援係

準義務
的事業

重要
活動
指標

達成 継続 継続

ファミリーサポート事業は子育
て世代には必要な事業である。
会員の経済的不安を軽減し、必
要とする家庭に支援が届くよう
継続していきたい。

継続

担当課評価の通り

64 176
妊娠・出産包括支
援事業

健康増
進課

健康増
進係

標準的
事業

重要

産後のメンタル不調者の増加、
核家族化等により、産前産後を
不安や悩みを抱えず安心して過
ごすことが難しくなっている。
湯沢町総合計画にも掲げてい
る通り、妊娠・出産から切れ目
のない支援の充実は重要性が
高い。

成果
指標

概ね
達成 継続 継続

こども家庭センター妊産婦が、
妊娠期から専門職等による継
続的なケアが受けられるよう事
業を継続する。

継続

担当課評価の通り
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令和7年度　事務事業評価　評価結果一覧

基本政策 基本施策 課 係 理由
測定
指標

達成
状況

未達成
理由

各課
判定

次年度の
具体的な対応

評価
評価の理由と

改善策等の意見
指示 指示内容

主要事業名

所属情報
財政
分類

重要性 効率性
自動
判定
結果

担当課評価 評価委員評価 町長指示整
理
番
号

通
し
番
号

総合計画上の位置づけ

65

2 地域で支え
合い笑顔が
あふれるま
ちづくり

4 子ども子育
て支援の充
実

183

電子母子健康手
帳アプリ母子モ
による子育て情
報配信事業

子育て
支援課

子育て
支援係

政策的
事業

重要

産前や産後以降の子育てを
行っている家庭に対し、子育て
に関する身近な町の事業や子
育て支援に関する情報などをタ
イムリーに子育て世帯に配信
し、子育て期に悩みを抱え込ま
ないように支援するために必
要。

活動
指標

概ね
達成

完了 継続

アプリのユーザー数の目標値を
達成しているが、継続して情報
配信をするため、「完了」という
判例結果は馴染まない。
身近な子育て情報を配信し、町
の支援者とつながりを感じられ
ることが重要であり、DX化して
いくことは必要である。

継続

担当課評価の通り

66 184
子育てガイドブッ
ク作成

子育て
支援課

子育て
支援係

政策的
事業

重要

産前や産後以降の子育てを
行っている家庭に対し、子育て
に関する町の事業や子育て支
援に関する情報などをわかりや
すくガイドブックとして子育て
世帯に提供する。

活動
指標

達成 完了 継続

毎年の見直しを目標としている
ため、達成しているが、今後も
継続が必要な事業のため、「完
了」という判例結果は馴染まな
い。
データ更新し、ネット上での配
信のみとし、印刷はしない方向
で継続したい。

継続

担当課評価の通り

67 201
学校給食費無償
化事業（小・中学
生）

教育課 教育係
政策的
事業

重要

自主財源による実施事業であり
今般の物価高騰などから、財政
を圧迫する可能性は否定でき
ないが、保護者の経済的負担の
軽減や子育てにやさしい町づく
りを推進する観点から、当該事
業は重要事業を考える。 成果

指標
達成 継続 継続

事業の継続により保護者の経
済的負担の軽減や子育てにや
さしい町づくりの推進を図る。

継続

　子育てに優しいまちづくりと
いう事業の理念は良いものだ
が、給食費とはすなわち食材費
であり、本来であれば受益者負
担の考え方に適うもの。低所得
世帯に対しては就学援助の制
度もある。財政負担も大きく、
現在の財政状況からすれば、事
業の存続の判断は常に緊張状
態にある。
　国等の施策を注視し、事業の
在り方については常に検討の俎
上に上げるべきものである。

68 202

認定こども園給
食費（主食費・副
食費・補食費）3
歳以上児無償化
事業

認定こ
ども園

認定こ
ども園

政策的
事業

重要

自主財源による実施事業であり
今般の物価高騰などから、財政
を圧迫する可能性は否定でき
ないが、保護者の経済的負担の
軽減や子育てにやさしい町づく
りを推進する観点から、当該事
業は重要事業を考える。

成果
指標

判定
不能

目標
修正

評価
しない

子育て支援（町長の選挙公約）

目標
修正

　No.201「学校給食費無償化
事業（小・中学生）」と同様。
　毎年度評価が必要。
　成果指標等はNo.201に準じ
ることとし、担当部署において
適切に評価すること。

69 209
出産・子育て応援
交付金給付事業

健康増
進課

健康増
進係

準義務
的事業

重要
成果
指標

達成 継続 完了

R7～妊婦のための支援給付・
妊婦等包括相談支援事業に移
行したため完了（担当：子育て
支援課）

完了

担当課評価の通り

70 509 病児・病後児保育
子育て
支援課

子育て
支援係

施設管
理事業

等
重要

活動
指標

達成 継続
評価

しない

指定管理業務であり、国県の補
助金で町の負担は1/３の事業。
子育てをしやすい環境を整える
ため継続が必要な事業のため、
「評価しない」とした。

継続

料金の見直し等の検討の余地
もあるので評価し続けるべき。

71 510 湯沢児童クラブ
子育て
支援課

子育て
支援係

施設管
理事業

等
重要

成果
指標

達成 継続
評価

しない

放課後児童対策として取組を進
めており、国県の補助金で町の
負担は1/３の事業。子育てをし
やすい環境を整えるため継続
が必要な事業のため、「評価し
ない」とした。

目標
修正

総合計画にて入所希望者の受
入率100％を謳っているため
評価が必要。
成果指標を、入所希望者の受入
率とし、需要を満たせているか
を今後も常に評価していくこ
と。
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令和7年度　事務事業評価　評価結果一覧

基本政策 基本施策 課 係 理由
測定
指標

達成
状況

未達成
理由

各課
判定

次年度の
具体的な対応

評価
評価の理由と

改善策等の意見
指示 指示内容

主要事業名

所属情報
財政
分類

重要性 効率性
自動
判定
結果

担当課評価 評価委員評価 町長指示整
理
番
号

通
し
番
号

総合計画上の位置づけ

72

2 地域で支え
合い笑顔が
あふれるま
ちづくり

5 障がい者支
援の充実

67
障がい者タク
シー利用料金助
成

福祉介
護課

福祉係
標準的
事業

重要

公共交通機関が不十分な当町
にとって必要性が高い事業であ
る。

成果
指標

概ね
達成 継続 継続

これまでも交付枚数を近隣市町
と比較し抑えていることや、申
請月に応じて交付枚数を減らす
など、支出を抑える対策は講じ
てきている。引き続き支出抑制
につながる方策を模索していき
たい。

継続

担当課評価の通り

73 68
人工透析患者交
通費助成

福祉介
護課

福祉係
標準的
事業

重要

人工透析を実施する医療機関
が町になく、町外の病院へ通院
せざるを得ない状況下では、対
象者の在宅生活を維持するた
めにも必要性が極めて高い事
業である。

成果
指標

達成 継続 継続

引き続き対象者へ周知してい
く。

継続

担当課評価の通り

74 69
精神障がい者医
療費助成

福祉介
護課

福祉係
標準的
事業

重要

精神疾患がある者の生活を維
持するためにも必要性が高い
事業である。

活動
指標

達成 継続 継続

自立支援医療（精神通院医療）
の受給者については、すでに1
割負担となっている自己負担
分をさらに1/2助成しており、
また、１回の助成額は5,000円
以下と少額なものとなってい
る。そのため、通院分の医療費
については、費用対効果の面か
ら他市町村の状況を踏まえ、廃
止を含めた事業内容の見直し
を考えていきたい。

継続

担当課評価の通り見直しを進め
ること。

75 70
地域活動セン
ターⅠ型・相談支
援事業

福祉介
護課

福祉係
義務的
事業

重要
活動
指標

達成 継続
評価

しない

当事業は南魚沼市と共同で相
談支援センターみなみうおぬま
に委託実施している。法的にも
必須事業とされており、継続実
施が求められている。直営など
他の選択肢も困難であることか
ら、次年度以降の評価は不要と
考える。

継続

総合計画の成果目標に「相談支
援センターみなみうおぬま」へ
の相談件数が掲げられており、
その進捗管理として毎年評価す
べきものである。

76 71
寝たきり者等介
護手当支給事業

福祉介
護課

福祉係
標準的
事業

重要

介護施設が限られている状況
において、町民の在宅介護を維
持する上では必要性が極めて
高い事業である。

活動
指標

未達成
目標値が

過大
縮小

目標
修正

重度で在宅介護が必要な者は
減少傾向にあるが一定数おり、
介護にあたる家族の経済的・精
神的負担は大きい。介護施設の
整備や代替事業の実施も簡単
にはいかないことから、目標値
を下方修正したうえで事業継続
とする。

縮小

下方修正した目標額に合わせて
予算額も縮小すること。

77 205
事業用施設バリ
アフリー化工事
補助金

建設課
建設整
備係

政策的
事業

重要

当該事業についての相談及び
申請があり、制度周知による効
果が現れてきている。総合計画
に掲げる政策につながる本事
業の重要性は高い。

活動
指標

達成 完了 継続

令和８年度は当該事業の最終年
度であり、目標達成のため事業
の周知を図る。広報紙やHP、
LINE活用により当該事業の広
報周知を強化する。

継続

　利用人数が少ないため、事業
周知を図る必要あり。
　なお、現在の要綱の終期は令
和８年度末までとなっており、
令和9年度以降も事業を継続す
るかについては、来年度に判断
する。
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令和7年度　事務事業評価　評価結果一覧

基本政策 基本施策 課 係 理由
測定
指標

達成
状況

未達成
理由

各課
判定

次年度の
具体的な対応

評価
評価の理由と

改善策等の意見
指示 指示内容

主要事業名

所属情報
財政
分類

重要性 効率性
自動
判定
結果

担当課評価 評価委員評価 町長指示整
理
番
号

通
し
番
号

総合計画上の位置づけ

78

2 地域で支え
合い笑顔が
あふれるま
ちづくり

5 障がい者支
援の充実

206
住宅バリアフリー
化工事補助金

建設課
建設整
備係

政策的
事業

重要

当該事業についての相談及び
申請があり、制度周知による効
果が現れてきている。総合計画
に掲げる政策につながる本事
業の重要性は高い。

活動
指標

達成 完了 継続

令和８年度は当該事業の最終年
度であり、目標達成のため事業
の周知を図る。

継続

　利用人数が少ないため、事業
周知を図る必要あり。
　なお、現在の要綱の終期は令
和８年度末までとなっており、
令和9年度以降も事業を継続す
るかについては、来年度に判断
する。

79

6 地域医療体
制の強化

59
病院事業会計補
助金

健康増
進課

健康増
進係

標準的
事業

重要

町の介護・保健事業に医療機関
の協力は欠かせない。町の事業
実施においても、湯沢町保健医
療センターに大きく依存してお
り、無くてはならない存在と
なっている。

成果
指標

概ね
達成 継続 縮小

人口減少に伴い患者数、収益と
も減少傾向にあり、指定管理者
の決算状況は年々厳しくなって
いるが、今年度実施する照明の
ＬＥＤ化や老朽化したモーター・
ポンプの入替で電気代は大きく
削減される見込み。次年度以降
は中長期整備計画に沿って老
朽化した設備の改修を計画的
に進め、突然の大規模修繕に
よって病院が休業するような事
態を避け、町民に安定して医療
を提供したい。昨年度から今年
度にかけ医療機器の入替や設
備の改修も進んだところであ
り、次年度以降は留保資金も活
用して一般会計からの繰入金の
削減を図りたい。

縮小

担当課評価の通り

継続

実態に応じて必要な予算措置
を講じる。

80

3 自然と共生
し安全快適
に暮らせる
まちづくり

1 自然環境の
保全と共生

82
湯沢町再生可能
エネルギー普及
促進事業

環境農
林課

環境施
設係

政策的
事業

重要

パリ協定において世界と約束し
た、2030年までに2013年度
比で26％の温室効果ガス削減
を果たすため、地方自治体にお
いて、再生可能エネルギーの普
及を推進することは極めて重要
であることから、廃止は難しい
と考える。

成果
指標

達成 継続 継続

補助率や申請可能な件数につ
いては、周辺市町村等も確認し
ながら、検討していきたい。

改善

　単に個人の住宅改修を補助す
るのではなく、再生可能エネル
ギーの普及に資するよう、補助
対象の精査を早急に行うこと。

81 86 町有林保育事業
環境農
林課

農林係
準義務
的事業

重要
活動
指標

未達成
目標が不

適
目標
修正

目標
修正

現地調査により伐採面積が減
少したことに伴い、目標値を下
方修正する。木材の価値や環境
保全機能を高めるため、今後も
間伐等を行い健全な森林の育
成につなげる。

目標
修正

担当課評価の通り

82 90 花の郷運営管理
環境農
林課

農林係
政策的
事業

重要

業務の一部を福祉施設へ委託
している。

活動
指標

達成 継続 継続 継続

　単なる観光振興を目的とした
景観整備事業ではなく、障がい
者の就労支援の一環で福祉施
設へ委託している側面がある。
その両面があることを評価調書
に明記し、事業の実態を内外に
対して明らかにすること。
　また、福祉事業としての目的
があったとしても、景観整備事
業としては相応の見栄えが求め
られる。事業費も決して小さく
は無いので、観光振興と障がい
者福祉の両面で充実した事業
となるよう取り組むこと。
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令和7年度　事務事業評価　評価結果一覧

基本政策 基本施策 課 係 理由
測定
指標

達成
状況

未達成
理由

各課
判定

次年度の
具体的な対応

評価
評価の理由と

改善策等の意見
指示 指示内容

主要事業名

所属情報
財政
分類

重要性 効率性
自動
判定
結果

担当課評価 評価委員評価 町長指示整
理
番
号

通
し
番
号

総合計画上の位置づけ

83

3 自然と共生
し安全快適
に暮らせる
まちづくり

1 自然環境の
保全と共生

92 分収造林
環境農
林課

農林係
準義務
的事業

重要
無

指標
判定
不能

目標
修正

評価
しない

評価する内容でないため

評価
しない

担当課評価の通り

84 94 林道維持管理
環境農
林課

農林係
義務的
事業

重要
成果
指標

判定
不能

目標
修正

継続
目標
修正

　管理瑕疵件数を成果指標と
し、ゼロ件を目標に評価を行う
こと（瑕疵があった場合には原
因の分析と改善策等を検討）。

85 180
湯沢町森林環境
譲与税事業

環境農
林課

農林係
義務的
事業

重要
活動
指標

達成 継続 継続 継続

担当課評価の通り

86 501
体験工房大源太
運営

環境農
林課

農林係
施設管
理事業

等
重要

活動
指標

達成 継続 継続

観光拠点及び農村文化体験施
設であるため。

継続

担当課評価の通り

87 502
フィッシングパー
ク運営

環境農
林課

農林係
施設管
理事業

等
重要

活動
指標

達成 継続 継続

グリーンシーズンの観光拠点で
あるため

継続

担当課評価の通り

88 503

湯沢町農山村開
発総合センター
生活改善セン
ター管理

環境農
林課

農林係
施設管
理事業

等
重要

成果
指標

達成 継続 継続

地域の施設として重要であり、
管理が必要

継続

担当課評価の通り

89 514
陶芸工房運営管
理（指定管理）

環境農
林課

農林係
施設管
理事業

等
重要

成果
指標

達成 継続 継続

グリーンシーズンの観光拠点と
なっている。

目標
修正

　利用者数に対して予算規模が
大きく、費用対効果低いとの意
見もある。指定管理者の収益を
成果指標とし、受益者負担率の
改善を図ること。
　財政運営指針及び個別施設計
画に基づき、令和11年に判断す
ることとなる。

90

2 循環型社会
の形成

76 環境衛生補助金
環境農
林課

環境施
設係

標準的
事業

重要

整理番号79ごみ収集運搬と一
体的に実施している事業である
ため継続としたい。

成果
指標

未達成
目標が不

適
目標
修正

目標
修正

清潔の家について、経年劣化か
ら修繕が必要となるケースは今
後増えることが予想されるた
め、指標に加える。ただし、生ご
み処理器の補助については、
年々補助金交付申請の件数が
減っており、廃止の検討も視野
に入れた制度の見直しが必要
であると考える。

目標
修正

　担当課評価の通り目標を修正
して評価する。
　ごみ収集運搬とは事業の性質
が異なるため個別に判断が必
要。

91 77
環境保全活動（環
境指導員）

環境農
林課

環境施
設係

標準的
事業

重要

湯沢町廃棄物の処理及び清掃
に関する条例に、必要に応じて
環境指導員を置くものとすると
規定されており、第２次湯沢町
環境基本計画にも環境指導員
によるパトロールによって不法
投棄の防止を推進すると記載
されているため

活動
指標

未達成
目標が不

適
目標
修正

目標
修正

合同パトロールの回数を実情に
合わせた2件に修正して事業を
継続する

目標
修正

担当課評価の通り
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令和7年度　事務事業評価　評価結果一覧

基本政策 基本施策 課 係 理由
測定
指標

達成
状況

未達成
理由

各課
判定

次年度の
具体的な対応

評価
評価の理由と

改善策等の意見
指示 指示内容

主要事業名

所属情報
財政
分類

重要性 効率性
自動
判定
結果

担当課評価 評価委員評価 町長指示整
理
番
号

通
し
番
号

総合計画上の位置づけ

92

3 自然と共生
し安全快適
に暮らせる
まちづくり

2 循環型社会
の形成

79
ごみ収集運搬（一
般廃棄物・不法投
棄ごみ）

環境農
林課

環境施
設係

義務的
事業

重要
活動
指標

判定
不能

目標
修正

評価
しない

廃棄物の処理及び清掃に関す
る法律（昭和四十五年法律第百
三十七号）第６条の規定により、
一般廃棄物処理計画を策定し、
その計画に基づいた収集及び
処理をする責務を負っているた
め、評価しないとしたい。

目標
修正

　ごみ収集運搬業務が問題なく
執行されているか、委託先を監
督する意味でも評価を続ける
べき。例えば、業務中の事故や
過失のゼロを活動指標に設定
するなどして評価すべきなの
で、目標を修正し評価を継続す
ること。

93 81
ストックヤード管
理

環境農
林課

環境施
設係

政策的
事業

重要

清潔の家での資源ごみ回収は
約月1回である。直接搬入が南
魚沼市では遠すぎるため、町内
に必要である。

活動
指標

概ね
達成 継続 継続

整理番号79ごみ収集運搬と一
体的に実施している事業であ
る。廃棄物の処理及び清掃に関
する法律（昭和四十五年法律第
百三十七号）第６条の規定によ
り、一般廃棄物処理計画を策定
し、その計画に基づいた収集及
び処理をする責務を負っている
ため、継続としたい。

継続

担当課評価の通り

94

3 生活環境の
整備

120
土樽自然公園維
持管理

建設課
維持管
理係

政策的
事業

重要

今後、土樽自然公園の在り方に
ついては検討を要するものの、
現時点では適切な維持管理を
続けていくことが必要であるた
め。 成果

指標
判定
不能

目標
修正

評価
しない

経常的な経費のため

目標
修正

　管理瑕疵件数を成果指標と
し、ゼロ件を目標に評価を行う
こと（瑕疵があった場合には原
因の分析と改善策等を検討）。
　広大な樹木エリア部分は、草
刈り等費用が高額となっている
ことから、公園区域や利用方法
の見直しを検討する必要があ
る。

95 130
都市計画施設維
持費　10節

建設課
維持管
理係

義務的
事業

重要
成果
指標

判定
不能

目標
修正

評価
しない

経常的な経費のため

目標
修正

　管理瑕疵件数を成果指標と
し、ゼロ件を目標に評価を行う
こと（瑕疵があった場合には原
因の分析と改善策等を検討）。
　また事業名称は、予算科目で
はなく、総合計画を達成するた
めの事務事業として一般町民に
もわかりやすい名称を検討し改
称すること（都市計画施設維持
修繕　等）。

96 131
都市公園防災・安
全交付金事業

建設課
維持管
理係

義務的
事業

重要
成果
指標

判定
不能

目標
修正

評価
しない

経常的な経費のため

目標
修正

管理瑕疵件数を成果指標とし、
ゼロ件を目標に評価を行うこと
（瑕疵があった場合には原因の
分析と改善策等を検討）。

中央公園施設については、ゲー
トボール場など利用されていな
い施設や、利用者が少ない施設
もあることから、一部廃止など
も視野に効率的な施設整備に
取り組むこと。

97 132
克雪住まいづく
り支援

建設課
建設整
備係

標準的
事業

重要

上記概要・計画により、国の交
付金事業（社会資本整備総合交
付金事業）を活用している。総
合計画に掲げる政策につなが
る本事業の重要性は高い。

活動
指標

達成 継続 継続

当該事業の普及啓発を推進し、
次年度の目標達成を目指す。

継続

担当課評価の通り
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令和7年度　事務事業評価　評価結果一覧

基本政策 基本施策 課 係 理由
測定
指標

達成
状況

未達成
理由

各課
判定

次年度の
具体的な対応

評価
評価の理由と

改善策等の意見
指示 指示内容

主要事業名

所属情報
財政
分類

重要性 効率性
自動
判定
結果

担当課評価 評価委員評価 町長指示整
理
番
号

通
し
番
号

総合計画上の位置づけ

98

3 自然と共生
し安全快適
に暮らせる
まちづくり

3 生活環境の
整備

135
湯沢西地区街な
み環境整備事業

建設課
建設整
備係

政策的
事業

重要

上記概要・計画により、国の交
付金事業（社会資本整備総合交
付金事業）を活用している。令
和８年度が事業最終年度とな
る。

成果
指標

判定
不能

目標
修正

目標
修正

令和８年度は当該事業の最終年
度であり、目標達成のため事業
の周知を図る。 目標

修正

　担当課が新たに設定した目標
に基づき事業を継続する。
　修景整備補助は、対象事業者
へ周知不足であり、個別にあた
るなど周知方法を検討する必
要がある。

99 136
社会資本整備総
合整備事業

上下水
道課

施設係
義務的
事業

重要
成果
指標

判定
不能

目標
修正

評価
しない

下水道法に基づき、下水道施設
の長寿命化・費用負担の平準
化・事業の効率化・安心・安全な
下水道サービスの確保を目的
に下水道ストックマネジメント計
画を策定している。この計画で
は、施設の現状把握・劣化予測・
リスク評価を行い、維持管理・改
築の優先順位を決定し計画的
に修繕や改築を行うことで施設
のライフサイクルコストを最適
化することを目的としている。
個の下水道ストックマネジメン
ト計画に基づき、社会資本総合
交付金事業を国に要望し実施し
ているため、この段階で評価は
なされているものと理解してい
る。よって、事業に対するさら
なる評価は必要ないと考える。

代替

　令和６年度に下水道事業が法
適化され、独立採算制の企業会
計となったことに伴い、今後は
繰出基準外の「下水道事業会計
補助金」を評価対象事業として
事業評価を行うこと。

100 187
都市構造再編集
中支援事業

建設課
建設整
備係

政策的
事業

重要

上記概要・計画により、国の交
付金事業（都市構造再編集中支
援事業）を活用している。総合
計画に掲げる政策につながる
本事業の重要性は高い。

成果
指標

判定
不能

目標
修正

完了

令和7年度で事業終了（令和6
年度繰越事業）

完了

担当課評価の通り

101 188
屋根雪下ろし安
全対策支援事業

建設課
建設整
備係

政策的
事業

重要

上記概要・計画により、国の交
付金事業（社会資本整備総合交
付金事業）を活用している。総
合計画に掲げる政策につなが
る本事業の重要性は高い。

活動
指標

未達成
目標値が

過大 縮小 改善

当該事業の普及啓発を推進し、
次年度の目標達成を目指す。

縮小

　補助件数の目標と実績に乖離
が見られる。実績に合わせた予
算規模に縮小すること。
　ただし、国・県の交付金の申請
を漏れなく行うために必要な予
算措置について考慮すること。

102 508
中央公園指定管
理

建設課
維持管
理係

施設管
理事業

等
重要

成果
指標

判定
不能

目標
修正

評価
しない

経常的な経費のため
指定管理期間Ｒ4～Ｒ8

目標
修正

　成果指標として、使用料収入
等の財務上の目標を設定のう
え評価を行うこと。なお、年度
による天候等の影響を平準化
できるよう適切な指標を検討す
ること。
　指定管理期間にあっても、適
切に監督する必要があり、毎年
度目標値の達成状況について
評価する必要があることから、
適切な目標設定と進捗の把握
に努めること。
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令和7年度　事務事業評価　評価結果一覧

基本政策 基本施策 課 係 理由
測定
指標

達成
状況

未達成
理由

各課
判定

次年度の
具体的な対応

評価
評価の理由と

改善策等の意見
指示 指示内容

主要事業名

所属情報
財政
分類

重要性 効率性
自動
判定
結果

担当課評価 評価委員評価 町長指示整
理
番
号

通
し
番
号

総合計画上の位置づけ

103

3 自然と共生
し安全快適
に暮らせる
まちづくり

3 生活環境の
整備

513
越後湯沢駅東口
駅前広場駐車料
金徴収業務

建設課
維持管
理係

施設管
理事業

等
重要

活動
指標

達成 完了 継続

5年契約の委託が終了するた
め、当該同等システムを他業者
からも提案してもらい、より良
いものを選定し
カメラ式料金精算システムを継
続する。

代替

　今後は駐車場料金徴収業務で
はなく「越後湯沢駅東口駅前広
場管理業務」として代替し、その
中に駐車場料金徴収業務も含
めて評価すること。
　なお、成果指標を管理瑕疵件
数とし、ゼロ件を目標に評価す
ること。

104

4 道路環境公
共交通の充
実 12

路線バス運行補
助金

企画観
光課

企画係
標準的
事業

重要

地域住民の生活を支えるととも
に観光客の移動手段である路
線バスを維持するため。

活動
指標

達成 継続 継続 継続

担当課評価の通り

105 25
岩原スキー場前
駅除雪負担

総務課 総務係
政策的
事業

重要

岩原スキー場前駅は通勤、通学
など近隣地区の交通機関と
なっており閉鎖することが難し
いため、引き続きJRに除雪を
依頼したい。

活動
指標

判定
不能

目標
修正

目標
修正

活動指標・成果指標を改める。
通勤、通学など近隣地区の交通
機関となっており閉鎖すること
が難しいため、引き続きJRに除
雪を依頼する。

目標
修正

担当課評価の通り

106 75
湯沢町高齢者等
バス運賃助成事
業

福祉介
護課

福祉係
政策的
事業

重要

高齢者等の外出機会の増加に
つながり、心身の健康維持・増
進にも貢献できると考える。

成果
指標

概ね
達成 継続 継続

引き続き広報やホームページを
はじめ、様々な機会で周知を
図っていきたい。 継続

担当課評価の通り

107 80
自動車騒音常時
監視

環境農
林課

環境施
設係

義務的
事業

重要
活動
指標

達成 継続
評価

しない

権限移譲を受けた以上は、この
業務について毎年継続していか
なければならないため、目標修
正という判断はなじまない。ま
た、毎年継続していくしかない
ため、評価しないが妥当だと考
えられる。ただし、技術的に直
営で評価、報告することが可能
かどうか研究したい。

評価
しない

担当課評価の通り

108 116 河川維持補修 建設課
維持管
理係

義務的
事業

重要
成果
指標

判定
不能

目標
修正

評価
しない

経常的な経費のため

目標
修正

管理瑕疵件数を成果指標とし、
ゼロ件を目標に評価を行うこと
（瑕疵があった場合には原因の
分析と改善策等を検討）。

109 117
橋梁長寿命化修
繕計画

建設課
維持管
理係

義務的
事業

重要
成果
指標

判定
不能

目標
修正

統廃合

126　橋梁改修を統合する

目標
修正

管理瑕疵件数を成果指標とし、
ゼロ件を目標に評価を行うこと
（瑕疵があった場合には原因の
分析と改善策等を検討）。

110 118
公営住宅維持管
理

建設課
維持管
理係

義務的
事業

重要
成果
指標

判定
不能

目標
修正

評価
しない

経常的な経費のため

目標
修正

管理瑕疵件数を成果指標とし、
ゼロ件を目標に評価を行うこと
（瑕疵があった場合には原因の
分析と改善策等を検討）。

なお、公営住宅は、生活弱者対
策のために必要ではあるが、建
物の老朽化が進んでいることか
ら、老朽化住宅は新規建て替え
をせず、民間賃貸物件を利用す
るなど検討する必要ある。
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令和7年度　事務事業評価　評価結果一覧

基本政策 基本施策 課 係 理由
測定
指標

達成
状況

未達成
理由

各課
判定

次年度の
具体的な対応

評価
評価の理由と

改善策等の意見
指示 指示内容

主要事業名

所属情報
財政
分類

重要性 効率性
自動
判定
結果

担当課評価 評価委員評価 町長指示整
理
番
号

通
し
番
号

総合計画上の位置づけ

111

3 自然と共生
し安全快適
に暮らせる
まちづくり

4 道路環境公
共交通の充
実

121
道路橋梁維持管
理　維持補修費
10節

建設課
維持管
理係

義務的
事業

重要
成果
指標

判定
不能

目標
修正

評価
しない

経常的な経費のため

目標
修正

管理瑕疵件数を成果指標とし、
ゼロ件を目標に評価を行うこと
（瑕疵があった場合には原因の
分析と改善策等を検討）。
また事業名称は予算科目では
なく、総合計画を達成するため
の事務事業として一般町民にも
わかりやすい名称を検討し改称
すること（例えば「道路橋梁維持
補修」等）。

112 122
道路橋梁維持管
理　雪寒機械購
入費

建設課
維持管
理係

義務的
事業

重要
活動
指標

判定
不能

目標
修正

評価
しない

機械の標準使用年数により、入
替が必要であるため 評価

しない

担当課評価の通り

113 123
道路橋梁維持管
理　雪対策費　工
事請負費14節

建設課
維持管
理係

義務的
事業

重要
成果
指標

判定
不能

目標
修正

評価
しない

経常的な経費のため

目標
修正

管理瑕疵件数を成果指標とし、
ゼロ件を目標に評価を行うこと
（瑕疵があった場合には原因の
分析と改善策等を検討）。
また、No.124を統合のうえ、
総合計画を達成するための事
務事業として一般町民にもわか
りやすい名称を検討し改称する
こと（例えば「道路橋梁雪対策
事業」等）

114 124
道路橋梁維持管
理　雪対策費　需
要費10節

建設課
維持管
理係

義務的
事業

重要
成果
指標

判定
不能

目標
修正

評価
しない

経常的な経費のため

統廃合

No.123に統合

115 125
道路橋梁維持管
理　雪対策費　委
託費12節

建設課
維持管
理係

義務的
事業

重要
成果
指標

判定
不能

目標
修正

評価
しない

経常的な経費のため

目標
修正

総合計画の成果目標である「除
雪体制に満足している人の割合
70％」を実現するために、毎年
度の評価が必要。活動指標とし
て、適切な目標を設定すること
（例えば事故の発生件数ゼロ
等）。
また、名称は予算科目ではな
く、総合計画を達成するための
事務事業として一般町民にもわ
かりやすい名称を検討し改称す
ること（例えば「道路除排雪事
業」等）。

116 126
道路橋梁新設改
良　橋梁改修

建設課
維持管
理係

義務的
事業

重要
成果
指標

判定
不能

目標
修正

統廃合

117　橋梁長寿命化修繕計画に
統合する

統廃合

担当課評価の通り

117 127
道路橋梁新設改
良　消パイリフ
レッシュ事業

建設課
維持管
理係

義務的
事業

重要
成果
指標

判定
不能

目標
修正

評価
しない

経常的な経費のため

目標
修正

管理瑕疵件数を成果指標とし、
ゼロ件を目標に評価を行うこと
（瑕疵があった場合には原因の
分析と改善策等を検討）。

118 128
道路橋梁新設改
良　舗装改修

建設課
維持管
理係

義務的
事業

重要
成果
指標

判定
不能

目標
修正

評価
しない

経常的な経費のため

目標
修正

管理瑕疵件数を成果指標とし、
ゼロ件を目標に評価を行うこと
（瑕疵があった場合には原因の
分析と改善策等を検討）。
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令和7年度　事務事業評価　評価結果一覧

基本政策 基本施策 課 係 理由
測定
指標

達成
状況

未達成
理由

各課
判定

次年度の
具体的な対応

評価
評価の理由と

改善策等の意見
指示 指示内容

主要事業名

所属情報
財政
分類

重要性 効率性
自動
判定
結果

担当課評価 評価委員評価 町長指示整
理
番
号

通
し
番
号

総合計画上の位置づけ

119

3 自然と共生
し安全快適
に暮らせる
まちづくり

4 道路環境公
共交通の充
実

129
道路等パトロー
ル業務

建設課
維持管
理係

義務的
事業

重要
活動
指標

判定
不能

目標
修正

評価
しない

経常的な経費のため

目標
修正

　管理瑕疵件数を成果指標と
し、ゼロ件を目標に評価を行う
こと（瑕疵があった場合には原
因の分析と改善策等を検討）。
　また、管理瑕疵を無くす上で
必要な業務ではあるが、業務方
法はマンネリ化せず常に見直し
を行う必要があることに留意す
ること。

120 191
地域公共交通検
討事業

企画観
光課

企画係
政策的
事業

重要

町内の公共交通の維持・再編を
考えていくうえで必須の事業で
あるため。

活動
指標

達成 完了 継続

町内の公共交通の維持・再編を
考えていくうえで必須の事業で
あり、今後も継続していく。 継続

担当課評価の通り

121

5 防災減災対
策の充実

32 空き家対策事業
防災管
財課

防災管
財係

標準的
事業

重要

平成29年度以降実施していな
い、空き家等の実態調査及び所
有者の特定・意向確認を行うこ
とで、空き家の有効利用を図る
とともに、空き家等及び空き地
対策計画の策定及び条例・施行
規則の改正により、空き家等の
適切な管理を促進することで良
好な生活環境を保全する。

活動
指標

判定
不能

目標
修正

目標
修正

平成29年度以降実施していな
い、空き家等の実態調査及び所
有者の特定・意向確認を行うこ
とで、空き家の有効利用を図る
とともに、空き家等及び空き地
対策計画の策定及び条例・施行
規則の改正により、空き家等の
適切な管理を促進することで良
好な生活環境を保全する。

目標
修正

担当課評価の通り

122 33
災害関連情報伝
達システム整備

防災管
財課

防災管
財係

準義務
的事業

重要
活動
指標

達成 継続 継続 継続

担当課評価の通り

123 34
災害時用資機材
及び物品の備蓄
事業

防災管
財課

防災管
財係

準義務
的事業

重要
活動
指標

概ね
達成 継続 継続 継続

担当課評価の通り

124 35
自主防災組織の
組織化推進と育
成事業

防災管
財課

防災管
財係

準義務
的事業

重要
成果
指標

未達成
執行方法
に課題 改善 改善

自主防災組織に関するホーム
ページへの掲載方法の変更、防
災士による講習会の開催など
により、自主防災に対する町民
の意識の高揚を図る。

改善

担当課評価の通り

125 40
国土調査（地籍調
査）事業

税務課
資産税

係
義務的
事業

重要
無

指標
判定
不能

目標
修正

評価
しない

本業務は、国土調査事業計画に
基づき行う地籍調査事業のた
め、計画終了時までは継続が必
要となるため。

評価
しない

担当課評価の通り

126 133
木造住宅耐震改
修支援事業

建設課
建設整
備係

標準的
事業

重要

上記概要・計画により、国の交
付金事業（社会資本整備総合交
付金事業）を活用している。総
合計画に掲げる政策につなが
る本事業の重要性は高い。

活動
指標

未達成
執行方法
に課題 改善 改善

当該事業の普及啓発を推進し、
次年度の目標達成を目指す。

改善

担当課評価の通り

127 134
木造住宅耐震診
断支援事業

建設課
建設整
備係

標準的
事業

重要

上記概要・計画により、国の交
付金事業（社会資本整備総合交
付金事業）を活用している。総
合計画に掲げる政策につなが
る本事業の重要性は高い。

活動
指標

達成 継続 継続

当該事業の普及啓発を推進し、
次年度の目標達成を目指す。

継続

担当課評価の通り
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令和7年度　事務事業評価　評価結果一覧

基本政策 基本施策 課 係 理由
測定
指標

達成
状況

未達成
理由

各課
判定

次年度の
具体的な対応

評価
評価の理由と

改善策等の意見
指示 指示内容

主要事業名

所属情報
財政
分類

重要性 効率性
自動
判定
結果

担当課評価 評価委員評価 町長指示整
理
番
号

通
し
番
号

総合計画上の位置づけ

128

3 自然と共生
し安全快適
に暮らせる
まちづくり

6 防犯・交通安
全対策の充
実

36
防犯灯設置・防犯
カメラ設置

防災管
財課

防災管
財係

政策的
事業

重要

全国で重大犯罪が多発する中
で、防犯灯や防犯カメラの設置
は犯罪の抑止につながることか
ら、危険個所を把握している町
内会へ補助金を出すことで危険
個所への設置につながる。

活動
指標

未達成
目標値が

過大 縮小 縮小

防犯灯については近年の動向
を踏まえて台数を減らす。
防犯カメラについては今後も需
要があることや県の補助（町支
出の１／２）があることから現状
を維持する。

縮小

担当課評価の通り

129 78
交通安全推進活
動

防災管
財課

防災管
財係

標準的
事業

重要

交通事故の防止活動は、車がな
くならない限り必要であると考
える。

活動
指標

未達成
目標値が

過大 縮小
目標
修正

交通安全教室開催数の目標値
を下げるが、これまでと同様に
事業を継続する。

目標
修正

担当課評価の通り

130 119
交通安全施設維
持補修事業

建設課
維持管
理係

義務的
事業

重要
成果
指標

判定
不能

目標
修正

評価
しない

経常的な経費のため

目標
修正

管理瑕疵件数を成果指標とし、
ゼロ件を目標に評価を行うこと
（瑕疵があった場合には原因の
分析と改善策等を検討）。

131 149
通学路交通安全
プログラム

教育課 教育係
標準的
事業

重要

通学児童生徒が交通事故等の
被害に遭わないように道路環
境の整備をはじめとし、ハード・
ソフト事業を一体的に推進する
必要がある。

無
指標

判定
不能

目標
修正

評価
しない

国や県の制度に基づく事業であ
ることから、評価しない。

評価
しない

担当課評価の通り

132

4 個性を伸ば
し文化を育
むまちづく
り

1 学校教育の
充実

137 ＡＬＴ配置 教育課 教育係
政策的
事業

重要

外国人講師による英語指導に
より、質の高い英語教育の提供
と、外国文化の学習による国際
理解教育の向上が期待できる。 成果

指標
概ね
達成 継続 継続

湯沢学園児童生徒及び認定こ
ども園児に対する英語教育、国
際理解教育に係る指導業務を
継続し実施する。また、町民に
対する英語講座や国際姉妹都
市交流に係る支援などを行う。

継続

担当課評価の通り

133 138
遠距離通学費補
助（小学校）

教育課 教育係
標準的
事業

重要

学校の統合により、やむをえず
通学距離が遠くなってしまった
児童の通学費の配慮は保護者
の負担軽減のためにも必要。

成果
指標

判定
不能

目標
修正

評価
しない

学園統合時の案件であり評価
が困難であることから、評価し
ない。 評価

しない

担当課評価の通り

134 139
遠距離通学費補
助（中学校）

教育課 教育係
標準的
事業

重要

遠距離通学生徒の安全な通学
のために必要。 成果

指標
判定
不能

目標
修正

評価
しない

学園統合時の案件であり評価
が困難であることから、評価し
ない。

評価
しない

担当課評価の通り

135 140
学校給食セン
ター設備改修

教育課 教育係
準義務
的事業

重要
成果
指標

判定
不能

目標
修正

評価
しない

評価の反映が困難であり必要
最小限の維持管理に係る義務
的事業であることから、評価し
ない。

評価
しない

担当課評価の通り

136 141
学校給食セン
ター調理業務

教育課 教育係
義務的
事業

重要
成果
指標

判定
不能

目標
修正

継続

食育に配慮したメニューづくり
が実施されており、今後も安
心・安全な学校給食提供事業を
継続する必要がある。 目標

修正

業務中に何らかの事故や不手
際が起こらないよう、委託先を
適切に監督する観点から評価
が必要。予算額も大きく、子ど
もの健康にも直結するものであ
るため、町に過失が生じないよ
う、調理に関する事故件数ゼロ
等を目標に掲げ評価すべき。
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令和7年度　事務事業評価　評価結果一覧

基本政策 基本施策 課 係 理由
測定
指標

達成
状況

未達成
理由

各課
判定

次年度の
具体的な対応

評価
評価の理由と

改善策等の意見
指示 指示内容

主要事業名

所属情報
財政
分類

重要性 効率性
自動
判定
結果

担当課評価 評価委員評価 町長指示整
理
番
号

通
し
番
号

総合計画上の位置づけ

137

4 個性を伸ば
し文化を育
むまちづく
り

1 学校教育の
充実

142
校外大会参加費
補助

教育課 教育係
政策的
事業

重要

湯沢町立学校学齢児童生徒の
文化的及び体育的な教育の向
上を図るため。 成果

指標
達成 継続 継続

中学校で計画する大会への参
加費、交通費、宿泊費等の一部
を助成し、児童生徒の文化的及
び体育的な教育の向上を図る。 継続

担当課評価の通り

138 143
コミュニティ・ス
クールの推進

教育課 教育係
政策的
事業

通常
成果
指標

判定
不能

廃止
評価

しない

コミュニティ・スクールとして開
校以降、地域・家庭・学校連携促
進事業（166）として取り組み
がおこなわれていることから、
評価しない。

統廃合

整理番号166へ統合する。

139 147
通学タクシー運
行

教育課 教育係
義務的
事業

重要
無

指標
判定
不能

目標
修正

評価
しない

評価が困難であり経常的事業
であることから、評価しない。 評価

しない

担当課評価の通り

140 148 通学バス運行 教育課 教育係
義務的
事業

重要
無

指標
判定
不能

目標
修正

評価
しない

評価が困難であり経常的事業
であることから、評価しない。 評価

しない

担当課評価の通り

141 150
湯沢産米提供補
助

教育課 教育係
政策的
事業

重要

食を通じた子どもの地域理解
と安心安全な学校給食を実現
するために必要な事業であるた
め。 成果

指標
判定
不能

目標
修正

評価
しない

新潟県学校給食会などの関係
機関との調整が必要な事業で
あり評価の反映が困難な事業
たが、郷土特産品への子どもの
理解と安心安全な学校給食を
実現するために必要な事業。

評価
しない

担当課評価の通り

142 151
湯沢中学校冬期
補助教員配置

教育課 教育係
政策的
事業

通常
無

指標
判定
不能 廃止 廃止

冬期3ヶ月間の雇用による補助
教員の確保は困難であることか
ら、廃止とする。 完了

担当課評価の通り。既に事業を
行っていないことから完了とす
る。

143 154 奨学金貸与 教育課 教育係
政策的
事業

重要

修学の意欲があるにもかかわら
ず経済的な理由により修学困
難な者に対して学資を貸与し、
将来社会に貢献し得る有能な
人材を育成することができる。

成果
指標

未達成
目標が不

適
目標
修正

評価
しない

評価の反映が困難であること
から、評価しない。

目標
修正

　事業の有効性を確認するため
にも評価は必要。新規の利用者
数を成果指標とし、需要がある
かを継続して確認すること。

144 160
湯沢学園生徒海
外派遣事業

教育課 教育係
政策的
事業

重要

当該事業は国際交流事業の一
環として、教育交流事業を実施
している一面がある。国際交流
事業としての他の事業の実施
がない限り、マグナと姉妹都市
提携を締結している関係上、引
き続き継続していく必要がある
ものと思われる。

成果
指標

達成 継続 継続

姉妹都市マグナとの教育交流に
より、学園児童生徒の豊かな人
権性を育むとともに英語力の
向上と国際感覚を養い、また、
協定を締結しているマグナとの
国際交流の進展を図る。

継続

担当課評価の通り

145 162
特別支援学級等
介助員配置

教育課 教育係
義務的
事業

重要

発達障がいを抱える児童生徒
に対して、特別支援学級や通級
教室などにおいて、個々にあっ
た教育環境で、この時期にしか
できない、この時期だから真に
効果の上がる学習を行うため
介助員の配置ができている。

活動
指標

未達成
執行方法
に課題 改善 継続

特別な支援を必要とする児童
生徒に対し、適切な学習環境の
整備は重要であることから、介
助員の配置事業は計画的に実
施する。 継続

担当課評価の通り
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令和7年度　事務事業評価　評価結果一覧

基本政策 基本施策 課 係 理由
測定
指標

達成
状況

未達成
理由

各課
判定

次年度の
具体的な対応

評価
評価の理由と

改善策等の意見
指示 指示内容

主要事業名

所属情報
財政
分類

重要性 効率性
自動
判定
結果

担当課評価 評価委員評価 町長指示整
理
番
号

通
し
番
号

総合計画上の位置づけ

146

4 個性を伸ば
し文化を育
むまちづく
り

1 学校教育の
充実

166
地域・家庭・学校
連携促進事業

教育課 教育係
準義務
的事業

重要
成果
指標

達成 継続 継続

地域と学校が連携・協働して学
園支援を行う体制を維持し、、
地域ぐるみで子どもの教育を
推進し、地域の教育力向上を図
る。具体的な内容としては、授
業の補助、部活動の指導、図書
の整理や読み聞かせ、校内の環
境整備、スクールガードの配置
などがあげられる。

継続

担当課評価の通り

147 199
タブレット学習支
援ソフト導入

教育課 教育係
標準的
事業

重要

学習支援ソフト導入により、協
働学習や一斉学習、個別学習な
どあらゆる場面で活用でき、新
学習指導要領に盛り込まれた
主体的かつ対話的な深い学び
の実現が期待できるため

活動
指標

判定
不能

目標
修正

完了

令和4年度に導入が完了した事
業であるため

完了

担当課評価の通り

148 212

総合型スポーツ
クラブ　ユース
ポ！中学生休日
スポーツ教室

教育課 教育係
準義務
的事業

重要
成果
指標

未達成
目標
修正

継続

令和7年度の休日部活動の地
域移行完了後、令和8年度以降
は平日部活動における地域移
行の取り組みが求められること
が予想されることから、民間団
体等への事務委託や補助金交
付などによる制度設計が必要
になる。

継続

担当課評価の通り

149

2 家庭地域の
教育力の向
上

159 地区館 教育課 教育係
標準的
事業

重要

地区館事業は、地域コミュニ
ティの活性化を図り、住民間の
繋がりを深めるうえで重要な事
業である。 ﻿ 成果

指標
概ね
達成 継続 継続

スポーツ大会や文化事業など地
域の特色を生かした事業の実
施により、地域コミュニティの活
性化を図り、住民の豊かな生活
と地域の安全・安心の確保を推
進していく。

継続

担当課評価の通り

150 169 青少年健全育成 教育課 教育係
準義務
的事業

重要
活動
指標

概ね
達成 継続 継続

地方青少年問題協議会法に基
づく事業であり、あいさつ運動
や巡回活動などを通じ、子ども
が過ごしやすい環境の整備を地
域全体で推進していく。

継続

担当課評価の通り

151

3 生涯学習・ス
ポーツの推
進

144
ジュニアスキー選
手育成補助

教育課 教育係
政策的
事業

重要

育成会への財政的な支援によ
り、トップレベルのスキー選手の
発掘、育成を目標とした環境づ
くりが進められる。

成果
指標

達成 継続 継続

育成会への財政的な支援によ
り、トップレベルの選手育成や
指導者の発掘を継続し、スキー
のまち湯沢のスキー振興を図
る。

継続

担当課評価の通り

152 145
生涯学習人材バ
ンク

教育課 教育係
政策的
事業

重要

学習のきっかけを作り、学びの
成果の発揮、地域へ還元し、知
の循環社会をつくるために必要
であるため。

活動
指標

判定
不能

目標
修正

統廃合

公民館講座に統合し評価する

統廃合

担当課評価の通り
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令和7年度　事務事業評価　評価結果一覧

基本政策 基本施策 課 係 理由
測定
指標

達成
状況

未達成
理由

各課
判定

次年度の
具体的な対応

評価
評価の理由と

改善策等の意見
指示 指示内容

主要事業名

所属情報
財政
分類

重要性 効率性
自動
判定
結果

担当課評価 評価委員評価 町長指示整
理
番
号

通
し
番
号

総合計画上の位置づけ

153

4 個性を伸ば
し文化を育
むまちづく
り

3 生涯学習・ス
ポーツの推
進

146
スキーリフト等共
通乗車証購入補
助

教育課 教育係
政策的
事業

重要

ウィンタースポーツに親しむ
きっかけづくりとして、発行代
金の補助事業は継続したい。

成果
指標

達成 継続 継続

町のシンボルスポーツであるス
キーをするための経費負担が
大きいことから、児童生徒、保
護者及び町民に対しリフト券の
一部を助成することでスキー人
口の裾野を広げる。ウィンター
スポーツに親しむきっかけづく
りとして、発行代金の補助事業
は継続したい。

継続

担当課評価の通り

154 153 公民館講座 教育課 教育係
義務的
事業

重要
活動
指標

概ね
達成 継続 継続

町民が求める学習を充実させ
るとともに、すべての世代に対
し公民館講座の周知を行おこな
う。また、定住自立圏での取り
組みを活かして、魚沼・南魚沼
市民の参加も引き続きおこな
う。

継続

担当課評価の通り

155 155 図書室運営 教育課 教育係
義務的
事業

重要
成果
指標

概ね
達成 継続 継続

公民館図書室は、魚沼定住自立
圏構想により、南魚沼市、魚沼
市の図書館等との連携を実施
している。(南魚沼市はH17～、
魚沼市はR01～)近隣市町村の
図書館との連携により、不足部
分を補完する。
今後も広報に図書の紹介を載
せるなど、図書室利用者の増加
を図る活動を継続する。

継続

担当課評価の通り

156 157
総合型地域ス
ポーツクラブ運
営費補助

教育課 教育係
政策的
事業

重要

スポーツ振興第３条において。
地方公共団体は国民が自主的
にその適性及び健康状態に応
じてスポーツをすることができ
るような諸条件の整備に努め
なければならないとなっている
ため。 活動

指標
概ね
達成 継続 継続

スポーツを始めるきっかけ作り
をおこなうとともに、会員数の
増加を進める。
また、総合型スポーツクラブの
事業により、全世代の町民がス
ポーツを通じ、地域の活性化及
び健康の保持増進等を図るこ
とができる。現在中学校の部活
動の地域移行を段階的に進め
ており、令和８年度からは土日
祝日の活動はスポーツクラブが
主体で行う予定である。

継続

担当課評価の通り

157 158
湯沢町スポーツ
協会活動費補助
金

教育課 教育係
政策的
事業

重要

スポーツ振興第３条において。
地方公共団体は国民が自主的
にその適性及び健康状態に応
じてスポーツをすることができ
るような諸条件の整備に努め
なければならないとなっている
ため。

成果
指標

判定
不能

目標
修正

評価
しない

評価の反映が困難であり効果
も期待できないことから、評価
しない。

目標
修正

補助金がスポーツ振興に効果
的であるか評価が必要。協会員
の数（現状から維持し続けるこ
と）を成果指標として評価する
こと。

158 161
湯沢町公民館修
繕・改修

教育課 教育係
義務的
事業

重要
無

指標
判定
不能

目標
修正

評価
しない

評価の反映が困難であり必要
最小限の維持管理に係る義務
的事業であることから、評価し
ない。

評価
しない

担当課評価の通り
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令和7年度　事務事業評価　評価結果一覧

基本政策 基本施策 課 係 理由
測定
指標

達成
状況

未達成
理由

各課
判定

次年度の
具体的な対応

評価
評価の理由と

改善策等の意見
指示 指示内容

主要事業名

所属情報
財政
分類

重要性 効率性
自動
判定
結果

担当課評価 評価委員評価 町長指示整
理
番
号

通
し
番
号

総合計画上の位置づけ

159

4 個性を伸ば
し文化を育
むまちづく
り

3 生涯学習・ス
ポーツの推
進 200

湯沢町公民館
ホール設備修繕

教育課 教育係
準義務
的事業

重要
無

指標
判定
不能

目標
修正

評価
しない

評価の反映が困難であること
から、評価しない。 評価

しない

担当課評価の通り

160 512
湯沢町公民館管
理等業務委託

教育課 教育係
施設管
理事業

等
重要

成果
指標

達成 継続 継続

施設管理業務をはじめ、図書室
や貸館管理業務、童画展や地区
館運営補助業務などを民間委
託することにより、生涯学習の
拠点となる施設の効率的な運
営を行い、生涯学習プランの目
標像である「人が育ち、地域を
育むまち」の推進を図る。

継続

担当課評価の通り

161

4 芸術文化の
振興

152 芸術・文化の振興 教育課 教育係
政策的
事業

重要

町民が文化・芸術に触れ、活動
することにより文化の香り高い
まちづくりを進めることがで
き、豊かな生活を送ることがで
きる。

成果
指標

判定
不能

目標
修正

評価
しない

評価による効果が薄く経常的な
事業であることから、評価しな
い。 目標

修正

現状の評価調書では、事業の内
容や予算、評価指標のつながり
が不透明。対象事業や予算を洗
い直し、事業の単位・指標を見
直したうえで適切に評価するこ
と。

162 156

川上四郎記念
越後湯沢全国童
画展（童画のまち
づくり事業）

教育課 教育係
政策的
事業

重要

湯沢町の文化振興に貢献して
いるため。

成果
指標

達成 継続 継続

まちなか美術館や町内外での
展示機会をとらえて住民や観光
客の目に触れる機会を増やして
いく。

継続

担当課評価の通り

163 163 文化財保護 教育課 教育係
準義務
的事業

重要
活動
指標

未達成
目標が不

適
目標
修正

目標
修正

文化財指定は頻繁に行うもの
ではないので毎年１件増やすと
いう目標は現実的でない。それ
よりも、今ある文化財を保護、
保全、活用していくほうが重要
と考えられるため保護事業件数
を活動指標としたい。

目標
修正

担当課評価の通り

164 511 資料館運営 教育課 教育係
施設管
理事業

等
重要

成果
指標

達成 継続 継続

平成25年4月から指定管理者
による施設の管理運営をお願
いしている。令和5年度には、バ
リアフリー化・エレベーター入替
工事を実施し、併せてプロジェ
クションマッピングやデジタル
サイネージなどを導入し、多く
の観光客に雪国の文化につい
て情報発信している。

継続

担当課評価の通り

165

5 新たな時代
に対応した
地域ぐるみ
のまちづく
り

1 若者の移住
定住促進

2
湯沢町移住促進
のための賃貸住
宅家賃等補助金

企画観
光課

企画係
政策的
事業

重要

人口増加、移住定住の促進につ
ながる事業であるため。

成果
指標

未達成
目標値が

過大
縮小 継続

賃貸物件の家賃を補助すること
で、子育て世帯の移住へのハー
ドルを下げることに繋がり、移
住定住の促進になるため。 縮小

県補助終了に伴う要件変更後
の実態に合わせた目標へ修正
し、予算も縮小すること。

166 3
空き家バンク運
営業務

企画観
光課

企画係
政策的
事業

重要

人口増加、移住定住の促進につ
ながる事業であるため。

活動
指標

未達成
執行方法
に課題

改善 統廃合

整理場号4番と「空家対策事業」
として統廃合する

改善

　統合すると評価事業ごとに適
切な評価ができなくなるため、
それぞれに評価する。
　空き家バンクの登録件数を目
標として引き続き評価すべきで
ある。
　周知方法を見直すことで登録
件数を伸ばすよう事務改善を
行うこと。
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令和7年度　事務事業評価　評価結果一覧

基本政策 基本施策 課 係 理由
測定
指標

達成
状況

未達成
理由

各課
判定

次年度の
具体的な対応

評価
評価の理由と

改善策等の意見
指示 指示内容

主要事業名

所属情報
財政
分類

重要性 効率性
自動
判定
結果

担当課評価 評価委員評価 町長指示整
理
番
号

通
し
番
号

総合計画上の位置づけ

167

5 新たな時代
に対応した
地域ぐるみ
のまちづく
り

1 若者の移住
定住促進

4

空き家利活用の
ための家財道具
等処分支援事業
補助金

企画観
光課

企画係
政策的
事業

通常
活動
指標

未達成
目標値が

過大 廃止 統廃合

整理番号３番と「空家対策事業」
として統廃合する

廃止

　空き家という個人の財産の管
理・処分は、自己の責任におい
て行うのが原則であり、補助の
必要性については常に検証す
べきものである。
　そのうえで、事業実績も無く、
需要がないのであれば廃止す
べき。

廃止

これまでの利用実績がごく限ら
れているため廃止とする。

168 14
移住促進のため
の住宅取得補助
金

企画観
光課

企画係
政策的
事業

重要

移住定住促進のために有効で
あるため

活動
指標

達成 完了 改善

補助金の終期を迎えるため、制
度内容を見直しながらも、子育
て世代の物件購入の需要はあ
るため、同様の補助制度を継続
していく必要がある。対象を、
町内の賃貸物件に在住の子育
て世代にも拡大し、定住促進に
つなげるような改善策も必要と
思われる。

改善

担当課評価の通り

169 15
移住定住のため
の新幹線通勤補
助金

企画観
光課

企画係
政策的
事業

重要

首都圏での仕事を辞めることな
く湯沢町に移住することがで
き、移住定住の促進につながる
ため。

活動
指標

達成 完了 継続

補助金の終期を迎えるにあたっ
て、補助内容等を見直しながら
も、湯沢町の強みである首都圏
へのアクセスの良さをアピール
するためにも、同様な補助制度
を継続する必要がある。一方、
新規利用者は減少しており
（R5:0、R6:1）、利用動向を注
視する必要があると思われる。

継続

担当課評価の通り

170 18
魚沼地域定住自
立圏

企画観
光課

企画係
標準的
事業

重要

2市1町で連携して行う事業の
ため

無
指標

判定
不能

目標
修正

評価
しない

個別の連携事業については定
住自立圏内で成果を評価して
いるが、定住自立圏事業全体と
しては2市1町での連携事業で
あり、評価に適さないため。

評価
しない

担当課評価の通り

171 102
Ｕ・Ｉターンのため
の賃貸住宅家賃
等補助金

企画観
光課

企画係
政策的
事業

通常
無

指標
判定
不能 廃止 廃止

現在は行っていない事業（別事
業に代替）。

完了

本補助金は、令和５年度末まで
に初回の交付決定を受けたも
のに適用されるものであるた
め、事業完了とする。

172 172
ワンストップ移住
定住促進業務

企画観
光課

企画係
政策的
事業

重要

移住定住施策を円滑に行うに
あたり必要な事業のため

成果
指標

達成 継続 継続
目標
修正

　業務の性質上、成果指標（移
住者数）で評価すること。
　また、R8以降の国の交付金に
ついて不透明であり、財源が無
くなればこれまでと同じように
は継続できない。
　もし財源が足りないのであれ
ば、他の移住定住関連の事業
（補助金等）も含めて、優先する
事業を選定し再編する必要があ
る。

173 173
湯沢町移住支援
金交付事業

企画観
光課

企画係
政策的
事業

重要

移住定住を促進する事業のた
め 成果

指標
未達成

執行方法
に課題

改善 改善

移住検討者からの問合せも多
いため、広報・周知方法の改善
を検討のうえ継続とする。 改善

担当課評価の通り
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判定
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評価
評価の理由と
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理
番
号

通
し
番
号

総合計画上の位置づけ

174

5 新たな時代
に対応した
地域ぐるみ
のまちづく
り

1 若者の移住
定住促進

211
湯沢町Ｕターン
促進奨学金返還
支援事業補助金

教育課 教育係
政策的
事業

重要

湯沢町人口ビジョン・総合戦略
に基づき、奨学金の返還にかか
る費用に対し支援をおこなうこ
とにより、町へのUターン促進
を図り、若者などの定住人口の
増加につなげる。

活動
指標

達成 継続 継続

予算の範囲内により、計画を継
続し実施していく。

継続

担当課評価の通り

175

2 Society5.
0への対応
促進

20
社会保障・税番号
制度関連整備事
業

総務課 総務係
義務的
事業

重要
活動
指標

達成 継続
評価

しない

国から示された事業であり、町
の裁量が無く、評価に馴染まな
い。
引き続き、社会保障・税番号制
度に対応するため、システム整
備に取り組む。

評価
しない

担当課評価の通り

176 22
情報政策支援業
務

総務課 総務係
準義務
的事業

重要
活動
指標

達成 継続 継続

SLA評価基準に基づき、情報政
策支援業務については達成度
100％としている。経費削減に
ついても成果が出ている。引き
続き、支援体制等で改善できる
点を模索しながら事業に取り組
んでいく。

継続

担当課評価の通り

177 23
特定個人情報監
査支援業務

総務課 総務係
義務的
事業

重要
活動
指標

達成 継続 継続

自己点検項目などを精査し、よ
り効果的な監査・研修を実施す
る。 継続

担当課評価の通り

178 38
地方税電子化促
進事業

税務課
住民税

係
義務的
事業

重要
無

指標
判定
不能

目標
修正

評価
しない

本事業は、全国的に推進してい
る事業であり、税務事業として
必要不可欠であるため評価しな
い。

評価
しない

担当課評価の通り

179 192
預貯金等の調査
業務電子化導入
事業

税務課 収納係
標準的
事業

通常
活動
指標

達成 完了 完了

滞納額の圧縮について、預金等
の電子照会は他自治体をみて
も必要不可欠であり、有効な手
段である。
本事業は、令和4年度のシステ
ム導入時の事業であり、導入後
は電子システム利用料のみの発
生であるため事業完了とみな
し、今後は評価しない

完了

担当課評価の通り

180

3 人権尊重男
女共同参画
の推進

48
地域人権啓発活
動

町民課
町民窓
口係

準義務
的事業

重要
活動
指標

達成 継続
評価

しない

全国の自治体が半ば強制的に
活動を求められている事業で
あり、事務事業評価に適さない
と考えます。 継続

　総合計画の基本施策の一つで
あり、継続的に評価を行うこと
が必要。湯沢町の人権啓発活動
への取り組みを内外に示す上で
も評価は継続すべき。

181 175
湯沢町人権教育・
啓発推進計画策
定

町民課
町民窓
口係

準義務
的事業

重要
無

指標
判定
不能

目標
修正

統廃合

※48番「地域人権啓発活動」と
統合し、今後は48番の中で評
価する。 統廃合

担当課評価の通り
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理
番
号

通
し
番
号

総合計画上の位置づけ

182

5 新たな時代
に対応した
地域ぐるみ
のまちづく
り

4 多様な協働
による町政
運営の推進

1
ALL YOUTH
YUZAWA

企画観
光課

企画係
政策的
事業

重要

現状の在り方に検証の必要性
はあるが、若者の意見を反映さ
せる取り組みとして総合計画に
掲げた施策であり、重要でない
とは言えない。

成果
指標

判定
不能

目標
修正

評価
しない

町長へのブレーンのようなもの
であり、事務事業評価対象とし
てはそぐわない。

目標
修正

　本事業の名称は総合計画に明
記されており、成果や有効性に
ついて検証していく必要があ
る。活動指標・成果指標に目標
値を設け、進捗を管理するこ
と。
　なお、あくまで、若年世代の活
力や提言をまちづくりの参考と
することを目的に設置されてい
るもの（ブレーンではない）であ
る。現状あり方について検証
し、改善を図られたい。

183 10
リゾートマンショ
ン管理組合理事
長等連絡会議

企画観
光課

企画係
政策的
事業

重要

町の人口の２割を占めるリゾー
トマンションの理事長等と意見
交換を行えるため 成果

指標
判定
不能

目標
修正

評価
しない

町内会長連絡会議と同様、行政
と町民との意見交換の場であ
り、事業そのものを評価するこ
とはそぐわないのではないか。

目標
修正

連絡会議が十分に機能している
か評価が必要。広く参加しても
らわなければ意味がないので、
参加した管理組合数を指標とし
て評価し続けるべき。

184 11
リゾートマンショ
ン交流促進事業
補助金

企画観
光課

企画係
政策的
事業

重要

所有者、地域住民間で交流があ
る事は、災害時において必要で
ある。また、来町者増及び地元
経済に貢献しており、重要性が
高いため。

成果
指標

達成 継続 継続 継続

担当課評価の通り

185 19
南魚沼地域広域
計画協議会

企画観
光課

企画係
準義務
的事業

重要
無

指標
判定
不能

目標
修正

評価
しない

南魚沼市と行う連携事業であ
り、町単独で評価をすることは
そぐわない。

評価
しない

担当課評価の通り

186 26 広報発行
企画観
光課

企画係
準義務
的事業

重要
活動
指標

判定
不能

目標
修正

目標
修正

経費を削減するためにも、掲載
記事を厳選し、なるべく簡潔に
分かりやすく掲載することや、
若年層向けの記事であれば、広
報へ掲載する情報は最小限に
し、ＬＩＮＥ等を活用するようにし
て、ページ数の削減を図りた
い。

目標
修正

担当課評価の通り

187 27
パブリックコメン
トの活用

総務課 総務係
準義務
的事業

重要
成果
指標

達成 継続
評価

しない

主要事業としてPDCAサイクル
により管理することで、事業の
改善等が見込める性質のもの
でないため評価しない。ただ
し、町の政策等の立案の段階に
おける公正の確保及び透明性
の向上を図り、町民との協働に
よる開かれた行政を推進する
ための重要事業であり、財政負
担も無いことから、継続する。

評価
しない

担当課評価の通り

188 28
湯沢町ホーム
ページ運用

企画観
光課

企画係
準義務
的事業

重要
活動
指標

判定
不能

目標
修正

評価
しない

主要事業としてPDCAサイクル
で管理することが適さないため
（評価する場合は企画観光課で
はなく総務課にて評価）

目標
修正

　町公式LINEをはじめとした
SNSの活用方法も併せて評価
することとし、町の広報・広聴活
動のうちオンラインによるもの
を一体として評価できるよう、
事業名称や各種指標を整理す
ること。
　事業所管課については上記趣
旨に基づいて判断すること。
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令和7年度　事務事業評価　評価結果一覧

基本政策 基本施策 課 係 理由
測定
指標

達成
状況

未達成
理由

各課
判定

次年度の
具体的な対応

評価
評価の理由と

改善策等の意見
指示 指示内容

主要事業名

所属情報
財政
分類

重要性 効率性
自動
判定
結果

担当課評価 評価委員評価 町長指示整
理
番
号

通
し
番
号

総合計画上の位置づけ

189

5 新たな時代
に対応した
地域ぐるみ
のまちづく
り

4 多様な協働
による町政
運営の推進 30

町内会運営費助
成

総務課 総務係
準義務
的事業

重要
活動
指標

達成 継続 継続

引き続き、各町内会の世帯数に
留意し交付する額を決定し、年
度末に全町内会から事業報告
の提出を求める。

継続

担当課評価の通り

190 170 議会だより作成
議会事
務局

庶務係
標準的
事業

重要

議会広報紙のため、現実的に縮
小は難しい。また、委託を作成
委託の見直しやデジタルでの提
供も考えられるが、情報格差や
事務量の増加などの問題があ
るため難しいと思われる。

活動
指標

達成 継続 継続

議会広報紙のため、現実的に縮
小は難しい。また、委託を作成
委託の見直しやデジタルでの提
供も考えられるが、情報格差や
事務量の増加などの問題があ
るため難しいと思われる。

継続

担当課評価の通り

191 171
湯沢町議会映像
配信

議会事
務局

庶務係
政策的
事業

重要

議会からの情報発信として必要
不可欠なものである。情報の速
達性や現代社会として標準的な
ものとなっている。町民のみな
らず町外の視聴者も多く、議会
の見える化に寄与している。

活動
指標

概ね
達成

継続 継続

議会からの情報発信として必要
不可欠なものである。情報の速
達性や現代社会として標準的な
ものとなっている。

継続

担当課評価の通り

192 185
エフエム雪国広報
業務委託

企画観
光課

企画係
政策的
事業

重要

弱視の方等に広報の内容を伝
える重要なツールのため 活動

指標
達成 継続 継続 統廃合

整理番号26 広報発行に統合
のうえ一体として評価するこ
と。

193 203
地域力創造アド
バイザー

企画観
光課

企画係
政策的
事業

通常
無

指標
判定
不能 廃止 廃止

制度の活用予定がないため

完了

令和4年度に事業が完了して以
降、制度の利用が無いため完了
とする。

194

5 持続可能で
健全な施策
の推進 9 ふるさと納税

企画観
光課

企画係
政策的
事業

重要

町税収入が減る中、貴重な財源
であり、重要性が高いため。 成果

指標
達成 継続 継続 継続

担当課評価の通り

195 17
旧小学校等の利
活用

企画観
光課

企画係
準義務
的事業

重要
無

指標
判定
不能

目標
修正

評価
しない

準義務的事業であり評価に適
さないため。現状全ての施設を
貸与しているため。

目標
修正

現状全ての施設を貸し付けてい
ても、今後も当然に貸し付け続
けるとは限らず、継続して貸付
状況等を確認する必要があるこ
とから、施設の貸付状況を指標
として評価し続けることが必要
である。

196 24
地方公会計整備
事業

総務課 財政係
準義務
的事業

重要
活動
指標

達成 継続
評価

しない

作成すべき財務書類は総務省
通知により確定しており、湯沢
町の主要事業として事業を改善
していく余地がなく、評価する
意義が無いと考えられるため。

評価
しない

担当課評価の通り
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番
号

通
し
番
号

総合計画上の位置づけ

197

5 新たな時代
に対応した
地域ぐるみ
のまちづく
り

5 持続可能で
健全な施策
の推進

29 職員研修 総務課 総務係
準義務
的事業

重要
活動
指標

判定
不能

目標
修正

縮小

新潟県市町村総合事務組合実
施研修は、職員数の減が進み、
研修費は予算の半分程度であ
る。また、自主研修については、
1～2件/年程度の活用状況に
ある(予算は4件程度を想定)。
町の集合研修(メンタルヘルス
研修等)は1回/年程度の実施で
ある。全体として現在の事業内
容は継続するが、予算は縮小を
したい。

縮小

担当課評価の通り

198 31
定員管理の適正
化

総務課 総務係
準義務
的事業

重要
活動
指標

判定
不能

目標
修正

評価
しない

評価する業務内容でないため

評価
しない

担当課評価の通り

199 39
固定資産税評価
替経費

税務課
資産税

係
義務的
事業

重要
無

指標
判定
不能

目標
修正

評価
しない

土地・家屋の固定資産税を賦課
するにあたり、基礎資料の作成
は必要不可欠であるため。

評価
しない

担当課評価の通り

200 41
不動産鑑定士に
よる標準地等鑑
定評価

税務課
資産税

係
義務的
事業

重要
無

指標
判定
不能

目標
修正

評価
しない

本業務は、固定資産税の賦課資
料として、土地の適正な時価を
算定する必要不可欠な業務で
あるため。

評価
しない

担当課評価の通り

201 42
徴収会計年度任
用職員配置

税務課 収納係
政策的
事業

重要

町の財政のためにも税金を徴
収し、滞納額の減少を図る。そ
のためには滞納の調査等、収納
関係事務を分担し作業効率を
向上させる必要があるため。

成果
指標

概ね
達成 継続 継続

預金調査・実態調査等の調査業
務、収納業務を分担できる人員
体制で、事務効率を向上させ
る。 継続

担当課評価の通り
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